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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(1) 連結経営指標等 

(注)１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第60期、第61期及び第62期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有する潜

在株式が存在していないため、記載しておりません。 

３．第63期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載して

おりません。 

４．第64期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当

期純損失金額であるため、記載しておりません。 

５．第64期の株価収益率については、当期純損失であるため、記載しておりません。 

６．第64期における当期純利益の大幅な減少は、主に関係会社株式の減損処理に伴うのれんの一時償却によるも

のであります。また、株式会社トリニティアーツ及び株式会社NATURAL NINE（現 株式会社N9&PG）の連結子

会社化により、第64期における主な経営指標等は、第63期以前と比較して大きく変動しております。 

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期 

決算年月 平成22年２月 平成23年２月 平成24年２月 平成25年２月 平成26年２月 

売上高 (百万円) 97,684 105,893 115,058 121,670 153,273 

経常利益 (百万円) 17,058 15,504 12,522 9,951 6,027 

当期純利益又は 
当期純損失（△） 

(百万円) 9,516 8,400 6,789 5,508 △4,731 

包括利益 (百万円) ― ― 6,758 6,416 △3,455 

純資産額 (百万円) 33,698 37,330 41,191 38,598 44,786 

総資産額 (百万円) 55,660 62,089 62,771 63,410 78,841 

１株当たり純資産額 (円) 1,377.64 1,561.71 1,724.17 1,775.28 1,844.17 

１株当たり 
当期純利益金額又は 
当期純損失金額（△） 

(円) 391.13 348.18 285.71 241.45 △206.42 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額 

(円) ― ― ― ― － 

自己資本比率 (％) 60.2 59.8 65.3 60.9 56.8 

自己資本利益率 (％) 31.8 23.8 17.4 13.8 △11.3 

株価収益率 (倍) 14.1 11.3 10.7 14.2 － 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 12,722 10,531 8,119 11,565 4,606 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,230 △5,699 △6,076 △10,184 △6,831 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,606 △4,805 △2,850 △8,430 △9,503 

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 26,200 26,151 25,308 18,338 8,529 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者
数) 

(人) 
1,770 2,099 2,507 3,045 4,546 
(2,570) (3,022) (3,492) (3,908) (5,334)
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(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注)１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第60期、第61期及び第62期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有する潜

在株式が存在していないため、記載しておりません。 

３．第63期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載して

おりません。 

４．第64期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在するものの、１株当たり当

期純損失金額であるため記載しておりません。 

５．第64期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失であるため、記載しておりません。 

６．第64期における当期純利益の大幅な減少は、主に平成25年９月１日付で会社分割により持株会社へ移行した

こと及び関係会社株式の減損処理によるものであります。また、持株会社への移行により、第64期における

主な経営指標等は、第63期以前と比較して大きく変動しております。 

 

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期 

決算年月 平成22年２月 平成23年２月 平成24年２月 平成25年２月 平成26年２月 

売上高 (百万円) 95,680 103,234 111,561 115,089 57,727 

経常利益 (百万円) 16,733 14,872 12,006 9,634 5,473 

当期純利益又は 
当期純損失（△） 

(百万円) 9,274 8,036 6,553 5,439 △3,410 

資本金 (百万円) 2,660 2,660 2,660 2,660 2,660 

発行済株式総数 (株) 25,990,720 24,400,000 24,400,000 24,400,000 24,400,000 

純資産額 (百万円) 33,051 36,371 40,007 37,370 44,511 

総資産額 (百万円) 54,605 60,630 61,032 59,318 48,596 

１株当たり純資産額 (円) 1,357.37 1,528.67 1,683.68 1,718.79 1,832.86 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
120.00 120.00 120.00 120.00 75.00 
(50.00) (50.00) (50.00) (50.00) (50.00)

１株当たり 
当期純利益金額又は 
当期純損失金額（△） 

(円) 381.18 333.09 275.81 238.43 △148.77 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額 

(円) ― ― ― ― － 

自己資本比率 (％) 60.5 59.9 65.6 63.0 91.6 

自己資本利益率 (％) 31.3 23.2 17.2 14.1 △8.3 

株価収益率 (倍) 14.5 11.8 11.1 14.3 － 

配当性向 (％) 31.48 36.03 43.51 50.3 － 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者
数) 

(人) 
1,596 1,844 2,180 2,371 52 

(2,323) (2,749) (3,211) (3,512) (－)
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２ 【沿革】 
  

 

年月 沿革 

昭和28年10月 紳士服小売業を目的として、茨城県水戸市に株式会社福田屋洋服店(資本金1,000千円)を設立。 

昭和48年３月 メンズカジュアルウェア小売業に進出。 

昭和54年８月 茨城県水戸市泉町に本部を設置。 

昭和56年１月 茨城県水戸市泉町に商品センターを設置。 

昭和57年９月 群馬県前橋市にポイント 前橋店を開設。 

昭和59年８月 ポイント店のチェーン化を開始。 

昭和63年６月 商品企画、海外調達の強化を目的として、有限会社ベアーズファクトリーを設立。 

平成２年１月 東京都台東区に東京営業所を設置。 

平成２年11月 茨城県水戸市西原に本部および商品センターを移転。 

平成３年４月 有限会社ベアーズファクトリーを株式会社ベアーズファクトリーに組織変更。 

平成４年３月 東京都豊島区にローリーズファーム 池袋店を開設。 

平成５年３月 商号を株式会社ポイントに変更。 

平成５年７月 東京都墨田区に東京営業所を移転。 

平成６年２月 茨城県水戸市木葉下町に商品センターを移転し、事業拡大に対応。 

平成６年９月 千葉県船橋市にザ ワークス ららぽーと店を開設。 

平成７年５月 本部を東京都墨田区に移転し、東京営業所と統合。営業と管理の集約により業務を効率化。 

平成10年２月 株式会社ベアーズファクトリーを株式会社ポジックに商号変更。 

平成10年３月 株式会社ポジックへ物流業務を委託。 

平成11年９月 神奈川県横浜市にアウトレットショップのナインブロックス 横浜店を開設。 

平成12年12月 日本証券業協会に株式を店頭上場。 

平成13年３月 ザ ワークス店をグローバルワーク店に名称変更。 

平成13年３月 神奈川県横浜市にハレ ランドマーク店を開設。 

平成13年３月 東京都渋谷区にヘザー ラフォーレ原宿店を開設。 

平成14年３月 東京都渋谷区にジーナシス 原宿フォレット店を開設。 

平成14年６月 福岡県福岡市に第２物流センターを開設。 

平成14年12月 

  

台湾における商品販売事業を目的として、波茵特股份有限公司(POINT TW INC.)を台湾台北市に

設立。 

平成14年12月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。 

平成15年２月 ポイント店をラグブルー店に名称変更。 

平成15年６月 ラグブルー店をレイジブルー店に名称変更。 

平成16年２月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場。 

平成16年11月 東京本部を東京都中央区に移転。 

平成18年２月 神奈川県横浜市にアパートバイローリーズ 横浜ルミネ店を開設。 

平成18年４月 福岡県福岡市の第二物流センターを移転し、事業拡大に対応。 

平成18年６月 福岡県糟屋郡粕屋町にレプシィムローリーズファーム ダイヤモンドシティルクル店を開設。 

平成19年10月 自社サイトでのＥコマース事業を開始。 

平成20年１月 香港における商品販売事業を目的として、POINT HOLDING CO.,LTDに出資し子会社化。 

平成20年11月 愛知県岡崎市に複合ブランドショップのコレクトポイント岡崎店を開設。 

平成21年７月 

  

中国における商品販売事業を目的として、POINT HOLDING CO.,LTDの100%出資により、方針(上

海)商貿有限公司を中国上海市に設立。 

平成22年３月 大阪府大阪市にレピピアルマリオ 心斎橋店を開設。 

平成22年７月 株式会社ポジック(現 株式会社N9&PG)が茨城県東茨城郡茨城町に茨城西物流センターを開設。 

平成22年10月 東京都中央区にジュエリウム 銀座店を開設。 

平成23年２月 兵庫県神戸市にトゥールノジーナ 神戸大丸店を開設。 

平成23年10月 株式会社ポジック(現 株式会社N9&PG)が兵庫県神戸市に神戸物流センターを開設。 

平成24年２月 

  

シンガポールにおける商品販売事業を目的として、SINGAPORE POINT PTE.LTD.をシンガポール

に設立。 

平成24年３月 千葉県松戸市にマリカフリッカー アトレ松戸店を開設。 

平成24年８月 東京都新宿区にミィパーセント ルミネエスト店を開設。 

平成24年11月 

  

「バビロン」などのショップを展開する株式会社トリニティー及びその子会社である株式会社

ユニベルシテを株式取得により子会社化。 
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３ 【事業の内容】 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び連結子会社13社（株式会社ポイント、株式会社トリニティ

アーツ、株式会社バビロン、株式会社N9&PG、Adastria Asia Co.,Ltd.（香港）、方針(上海)商貿有限公司（中

国）、波茵特股份有限公司（台湾）、SINGAPORE POINT PTE.LTD.（シンガポール）、ほか５社）で構成され、主に商

品販売事業を行っております。  

各事業における当社グループ各社の位置付け等は以下のとおりであります。 

なお、当社グループは、衣料品並びに関連商品の企画・販売の単一セグメントであるため、セグメント情報ごとに

記載しておらず、事業部門の区分によって記載しております。 

  

(1) 商品販売事業 

国内における商品販売事業は、株式会社ポイント、株式会社トリニティアーツ及び株式会社バビロンが行ってお

ります。株式会社ポイントは「グローバルワーク」、「ローリーズファーム」、「レプシィムローリーズファー

ム」、「ジーナシス」、「レイジブルー」、「ヘザー」などを中心に、SPA型ファッションカジュアルブランドを

全国に展開しております。株式会社トリニティアーツは「ニコアンド」、「スタディオクリップ」などを中心に、

ライフスタイル提案型ブランドを全国に展開しております。株式会社バビロンは、20～30代女性に向けた高価格帯

レディスブランド「バビロン」などを展開しております。 

海外における商品販売事業は、Adastria Asia Co.,Ltd.、方針(上海)商貿有限公司、波茵特股份有限公司及び

SINGAPORE POINT PTE.LTD.が行っております。ブランドとしましては、「グローバルワーク」、「ローリーズファ

ーム」、「ジーナシス」、「ニコアンド」などのブランドを展開しております。 

当連結会計年度末時点での当社グループの店舗数は、国内が1,132店舗、海外が81店舗、合計1,213店舗となって

おります。 

 

年月 沿革 

平成24年11月 東京本部を東京都千代田区に移転。 

平成25年４月 会社分割(吸収分割)を行うための準備会社として株式会社ポイント(新ポイント社)設立。 

平成25年４月 株式会社トリニティーを株式会社バビロンに商号変更。 

平成25年６月 

  

株式会社NATURAL NINE HOLDINGS及びその子会社である株式会社NATURAL NINEを株式交換により

子会社化。 

平成25年８月 

  

株式会社NATURAL NINEを存続会社、株式会社NATURAL NINE HOLDINGSを消滅会社とする吸収合併

を実施。 

平成25年８月 株式会社バビロンを存続会社、株式会社ユニベルシテを消滅会社とする吸収合併を実施。 

平成25年９月 株式会社トリニティアーツを株式交換により子会社化。 

平成25年９月 

  

当社を分割会社、株式会社ポイント(新ポイント社)を承継会社とする会社分割(吸収分割)によ

り、当社は持株会社へ移行し、株式会社アダストリアホールディングスに商号変更。 

平成25年９月 POINT HOLDING CO.,LTD.をAdastria Asia Co.,LTD.に商号変更。 

平成25年12月 

  

グループ各社への総合サービス提供を目的として、株式会社アダストリア・ゼネラルサポート

を設立。 

平成26年２月 

  

株式会社ポジックを存続会社、株式会社NATURAL NINEを消滅会社とする吸収合併を実施し、株

式会社N9&PGに商号変更。 
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主なブランドは以下のとおりであります。 
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(2) 生産・物流事業 

平成26年２月に、当社グループの生産機能（商品企画、生産管理など）を担っていた株式会社NATURAL NINEと、

当社グループの物流機能（納品、検収、保管など）を担っていた株式会社ポジックの合併を実施し、合併後の商号

を株式会社N9&PGとしております。 

これにより、商品企画から生産管理、物流及び販売までを含めた一気通貫によるグループバリューチェーンを構

築するとともに、商品の差別化とグローバル化に対応した商品供給体制を整備し、グループブランドの成長力を向

上させてまいります。 

  

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

 
  

(注）海外連結子会社の商品仕入に関しては、国内連結子会社が一部仕入業務を代行しております。 

  

 

― 6 ―



４ 【関係会社の状況】 

(注)１．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合を内数で示しているものであります。 

   ２．特定子会社に該当しております。 

   ３．株式会社ポイントについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が 

     10％を超えております。 

     主要な損益情報等 （１） 売上高     61,465百万円 

              （２） 経常利益     3,911百万円 

              （３） 当期純利益      2,316百万円 

              （４） 純資産額         3,109百万円 

              （５） 総資産額     35,834百万円 

   ４．株式会社トリニティアーツについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占 

     める割合が10％を超えております。 

     主要な損益情報等 （１） 売上高     19,921百万円 

              （２） 経常利益           476百万円 

              （３） 当期純利益         163百万円 

              （４） 純資産額       914百万円 

              （５） 総資産額        12,817百万円 

 

名称 住所 資本金 
主要な 
事業内容 

議決権の 
所有割合(％) 

関係内容 

（連結子会社）           

株式会社ポイント 
（注）２、３ 

東京都 
千代田区 

10 
百万円 

  
商品販売事業 
  

100.00 
資金の貸付 

役員の兼任あり。(５名)

株式会社トリニティアーツ 
（注）２、４ 

東京都 
千代田区 

30 
百万円 

  
商品販売事業 
  

  
100.00 

資金の貸付 

役員の兼任あり。(２名)

株式会社バビロン 
東京都 
千代田区 

10 
百万円 

商品販売事業 100.00 
資金の貸付 

役員の兼任あり。(２名)

株式会社N9&PG 
茨城県 
水戸市 

10 
百万円 

生産物流事業 100.00 
資金の貸付 

役員の兼任あり。(２名)

Adastria Asia Co.,Ltd. 
KOWLOON, 
HONG KONG 

48 
百万香港ドル 

商品販売事業 100.00 役員の兼任あり。(３名)

方針（上海）商貿有限公司 中国上海市 
72 

百万香港ドル 
商品販売事業 

100.00 
(100.00) 

役員の兼任あり。(１名)

波茵特股份有限公司 台湾台北市 
10 

百万台湾ドル 
商品販売事業 100.00 役員の兼任あり。(１名)

SINGAPORE POINT PTE.LTD. 
1Maritime 
Square 
Singapore 

10 
百万シンガ 
ポールドル 

商品販売事業 100.00 
資金の貸付 

役員の兼任あり。(１名)

その他連結子会社５社 ― ― ― ― ― 

 

― 7 ―



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成26年２月28日現在 

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に年間の平均人員(１日８時間換算)を外数で記載してお

ります。 

２．当連結会計年度中において、従業員数が1,501名及び臨時雇用者数が1,426名増加しておりますが、主として

株式会社トリニティアーツ及び株式会社NATURAL NINE（現 株式会社N9&PG）を新たに連結子会社としたこ

と、並びに新規出店に伴う定期及び期中採用によるものであります。 

３．当社グループは、衣料品並びに関連商品の企画・販売の単一セグメントであるため、セグメント情報ごとに

記載しておらず、事業部門の区分によって記載しております。 

４．その他として記載している従業員数は、持株会社である当社の従業員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成26年２月28日現在 

(注) １．従業員数は就業人員であります。 

２．平均年間給与には、給与及び賞与のほか、福利厚生費の一部(住宅手当、帰省手当、配転手当)を含めており

ます。 

３．当事業年度中において、従業員が2,319名及び臨時雇用者数が3,512名減少しておりますが、主として平成25

年９月に会社分割を行い、当社が持株会社へ移行したことによるものであります。 

４．当社は、衣料品並びに関連商品の企画・販売の単一セグメントであるため、セグメント情報ごとに記載して

おりません。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

 

事業部門 従業員数(名) 

商品販売 4,209（5,034） 

生産・物流 285（ 300） 

その他 52（   ―） 

合計 4,546（5,334） 
 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

52 37.2 4.3 6,286,353 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度（平成25年３月１日から平成26年２月28日まで）におけるわが国経済は、政府の経済政策や金融

緩和の効果などから、企業収益が改善するとともに雇用情勢も着実に改善しており、景気は緩やかに回復しており

ます。 

 当社グループの主要ブランドが属するカジュアルウェア市場におきましては、景気の緩やかな回復を背景に全般

的に堅調に推移したものの、今秋の記録的な高温や今冬の大雪などの天候不順の影響により下半期は不安定な状態

もみられました。 

 このような環境のもと、当社は、平成25年６月に株式会社NATURAL NINE HOLDINGS及びその子会社であった株式

会社NATURAL NINEを連結子会社としたのち、平成25年８月に株式会社NATURAL NINEを存続会社とし、株式会社

NATURAL NINE HOLDINGSを消滅会社とする合併を実施いたしました。 

 また、平成25年９月に株式会社トリニティアーツを当社の連結子会社とするとともに、当社を分割会社とし、当

社の100％子会社である株式会社ポイント（新ポイント社）を承継会社とする会社分割（吸収分割）を実施いたし

ました。同時に、経営管理事業を除く一切の事業に関する権利義務を株式会社ポイント（新ポイント社）に承継さ

せ、当社グループは持株会社体制に移行するとともに、当社は、株式会社ポイントから株式会社アダストリアホー

ルディングスに商号変更いたしました。 

 さらに、平成26年２月に当社の100％子会社であり、当社グループの物流機能を担う株式会社ポジックと商品企

画・生産管理機能を担う株式会社NATURAL NINEの合併を実施し、合併後の商号を株式会社N9&PGとしております。 

 以上により、当社は、主にナチュラルテイストのファッションブランドを多数展開する株式会社ポイント（新ポ

イント社）、衣料品・服飾雑貨・生活雑貨等を扱うライフスタイル提案型ブランドを有する株式会社トリニティア

ーツという２つの小売グループと、優れたテキスタイルデザインや商品デザイン機能を持ちアジア各国に拠点を持

つ株式会社N9&PGを傘下とすることで、幅広い顧客層と独自の商品企画機能を持つ企業グループを構築いたしまし

た。 

 店舗展開につきましては、株式会社トリニティアーツの連結子会社化により、同社及びその子会社の245店舗

（内、海外３店舗）が新たに増加したほか、144店舗の出店（内、海外25店舗）、75店舗の退店（内、海外23店

舗）の結果、当連結会計年度末における当社グループの店舗数は、1,213店舗（内、海外81店舗）となりました。 

 売上高につきましては、株式会社トリニティアーツの連結子会社化により、前年連結会計年度比で26.0％の増加

となり、大きく伸長しております。ブランド別では、「グローバルワーク」、「レプシィムローリーズファー

ム」、「ニコアンド」が好調に推移しております。 

 収益面につきましては、円安による原価率の上昇や値下げ販売の増加などによる売上総利益率の低下、株式会社

トリニティアーツ及び株式会社NATURAL NINE（現 株式会社N9&PG）の連結子会社化に伴うのれん償却額の計上など

により、営業利益率は3.8％（前年連結会計年度比 4.2ポイント減）となり、大幅に低下しております。 

 また、業績悪化等による関係会社株式（株式会社N9&PG等）の減損処理に伴うのれんの一時償却として61億96百

万円を特別損失に計上しております。 

以上の結果、当連結会計年度における売上高は1,532億73百万円（前連結会計年度比 26.0％増）、営業利益は57

億62百万円（前連結会計年度比 40.7％減）、経常利益は60億27百万円（前連結会計年度比 39.4％減）、当期純損

失は47億31百万円（前連結会計年度は当期純利益55億８百万円）となりました。 

 なお、当社グループは、衣料品並びに関連商品の企画・販売の単一セグメントであるため、セグメント情報ごと

に記載しておりません。 
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(※) 参考指標 

当連結会計年度におけるEBITDAは、138億61百万円（前連結会計年度比4.3％減）、のれん償却前EPSは、156.84

円（前連結会計年度比35.8％減）となりました。 

  
（参考指標について） 

株式会社トリニティアーツ及び株式会社NATURAL NINE（現 株式会社N9&PG）の連結子会社化に伴うのれん償却額

の計上により、当連結会計年度より営業利益以下の利益が大幅に引き下げられることとなりました。 のれん償却額

は現預金の流出を伴わない費用であるため、キャッシュフローの増減と、営業利益以下の利益項目の増減に大きな

乖離が発生しております。また、各国の会計基準によって計上方法が異なるため、海外企業との適切な比較も困難

になっております。これらの点を考慮し、新たに「EBITDA」及び「のれん償却前EPS」を参考指標として開示させて

いただくことにいたしました。 

（算出方法） 

「EBITDA」  

 営業利益 ＋ 減価償却費 ＋ のれん償却額（販売費及び一般管理費） 

「のれん償却前EPS」 

 （当期純利益＋のれん償却額（販売費及び一般管理費、特別損失））÷ 期中平均株式数 

  
  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」といいます。）は、前連結会計年度末に比べ

て、98億9百万円減少して85億29百万円となりました。 

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は、46億６百万円（前連結会計年度比 69億58百万円減）となりました。これは主

に、のれん償却額83億26百万円（前連結会計年度比 82億62百万円増）、減価償却費62億12百万円（前連結会計年

度比 13億69百万円増）、があった一方、法人税等の支払が49億74百万円（前連結会計年度比 ８億94百万円増）、

あったことによるものです。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は、68億31百万円（前連結会計年度比 33億52百万円減）となりました。これは主

に有形固定資産の取得による支出が53億60百万円（前連結会計年度比 22百万円増）、あったことによるもので

す。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は、95億３百万円（前連結会計年度比 10億73百万円増）となりました。これは主

に短期借入金の減少が20億91百万円（前連結会計年度比 23億４百万円減）、配当金の支払が26億12百万円（前連

結会計年度比 ２億９百万円減）、自己株式の取得による支出が40億14百万円（前連結会計年度比 19億32百万円

減）あったことによるものです。 
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２ 【仕入及び販売の状況】 

当社グループは、衣料品並びに関連商品の企画・販売の単一セグメントであるため、セグメント情報ごとに記載し

ておりません。なお、仕入実績につきましては、商品部門別に区分して記載しており、販売実績につきましては、商

品部門別、ブランド別、地域別及び単位当たりに区分して記載しております。 

  

(1) 仕入実績 

当連結会計年度の仕入実績は、次のとおりであります。 

(単位：百万円) 

(注) １．金額は仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

当連結会計年度の販売実績は、次のとおりであります。 

  

① 商品部門別販売実績 

(単位：百万円) 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

 

商品部門 
当連結会計年度 

(自 平成25年３月１日 
至 平成26年２月28日) 

前連結会計年度比 
(％) 

メンズボトムス 2,189 15.9 

メンズトップス 9,218 15.4 

レディースボトムス 9,340 36.9 

レディーストップス 34,041 36.6 

雑貨・その他 15,150 54.3 

合計 69,940 35.9 
 

商品部門 
当連結会計年度 

(自 平成25年３月１日 
至 平成26年２月28日) 

前連結会計年度比 
(％) 

メンズボトムス 5,046 9.8 

メンズトップス 20,547 6.7 

レディースボトムス 21,645 30.7 

レディーストップス 74,060 25.5 

雑貨・その他  31,974 43.9 

合計 153,273 26.0 
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② ブランド別販売実績 

  

（注）１．株式会社ポイントは、持株会社化以前の株式会社アダストリアホールディングスを含めて集計してお 

 ります。 

 ２．株式会社トリニティアーツは、同社の子会社を含めて集計しております。 

 ３．株式会社バビロンは、前第４四半期連結会計期間より連結子会社となっております。 

  

  

 

ブランド 
当連結会計年度 前連結会計年度増減率

(％) 売上高(百万円) 構成比(％) 

  グローバルワーク 27,655 18.0 7.4 

  ローリーズファーム 24,604 16.0 0.2 

  レプシィムローリーズファーム 13,396 8.7 10.6 

  ジーナシス 10,380 6.8 △9.5 

  レイジブルー 10,050 6.6 0.6 

  ヘザー 8,314 5.4 △9.3 

  その他 23,616 15.4 7.2 

株式会社ポイント計 118,019 76.9 2.5 

  ニコアンド 9,573 6.2 ― 

  スタディオクリップ 7,757 5.1 ― 

  その他 3,146 2.1 ― 

株式会社トリニティアーツ計 20,476 13.4 ― 

株式会社バビロン 5,090 3.3 220.6 

その他 1,445 1.0 ― 

国内合計 145,032 94.6 24.3 

海外合計 8,241 5.4 65.0 

グループ合計 153,273 100.0 26.0 
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 なお、店舗出退店等の状況は、次のとおりであります。 

  

(注) １．店舗数は、他社ＷＥＢストア、自社ＷＥＢストアを含んでおります。 

２．複数ブランドを商品展開している店舗は、その店舗を運営しているブランドで集計しております。 

３．株式会社ポイントは、持株会社化以前の株式会社アダストリアホールディングスを含めて集計しており 

ます。 

４．株式会社トリニティアーツは、同社の子会社を含めて集計しております 

５．株式会社トリニティアーツの連結子会社化に伴う増加店舗数を記載しております。 

  

 

店舗業態・地域 

店     舗     数 

前連結会計

年度末 

当連結会計年度 
当連結会計

年度末 
増 加 

(注５) 
出店等 変 更 退 店 増 減 

  グローバルワーク 172 ― 9 ― △8 1 173 

  ローリーズファーム 149 ― 18 ― △8 10 159 

  レプシィムローリーズファーム 111 ― 3 ― △4 △1 110 

  ジーナシス 81 ― 4 ― △3 1 82 

  レイジブルー 62 ― 4 ― △4 ― 62 

  ヘザー 75 ― 6 ― △5 1 76 

  その他 135 ― 27 ― △17 10 145 

株式会社ポイント計 785 ― 71 ― △49 22 807 

  ニコアンド ― 94 7 ― △1 100 100 

  スタディオクリップ ― 104 25 ― ― 129 129 

  その他 ― 44 10 ― ― 54 54 

株式会社トリニティアーツ計 ― 242 42 ― △1 283 283 

株式会社バビロン 38 ― 6 ― △2 4 42 

国内合計 823 242 119 ― △52 309 1,132 

  香港  24 3 7 ― △4 6 30 

  中国 17 ― 9 ― △5 4 21 

  台湾 31 ― 4 ― △14 △10 21 

  シンガポール 4 ― 5 ― ― 5 9 

海外合計 76 3 25 ― △23 5 81 

グループ合計 899 245 144 ― △75 314 1,213 
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③ 地域別販売実績 

  

  

 

地域別 

前連結会計年度 
(自 平成24年３月１日 
至 平成25年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年３月１日 
至 平成26年２月28日) 

売上高 
(百万円) 

期末店舗数 
(店) 

売上高 
(百万円) 

店舗異動状況 
期末店舗数 

(店) 出店等 
(店) 

閉鎖・変更 
(店) 

    北海道 4,174 25 4,080 3 △1 27 

    青森県 474 4 548 2 △1 5 

    岩手県 539 5 500 ― ― 5 

    秋田県 563 5 559 ― ― 5 

    宮城県 2,309 19 2,230 ― ― 19 

    福島県 654 5 622 ― ― 5 

  北海道・東北地区計 8,715 63 8,542 5 △2 66 

    栃木県 1,514 11 1,450 ― △1 10 

    茨城県 1,573 12 1,748 2 △1 13 

    群馬県 1,390 12 1,734 3 ― 15 

    千葉県 6,056 47 5,974 5 △3 49 

    山梨県 625 4 617 ― ― 4 

    埼玉県 6,674 48 6,631 4 △2 50 

    東京都 18,115 130 17,355 7 △14 123 

    神奈川県 7,734 54 7,991 10 △3 61 

  関東地区計 43,685 318 43,504 31 △24 325 

    静岡県 2,850 22 3,304 4 ― 26 

    新潟県 1,417 11 1,495 1 ― 12 

    長野県 864 7 992 2 ― 9 

    富山県 890 6 905 ― ― 6 

    石川県 1,665 11 1,664 2 △2 11 

    愛知県 6,824 39 6,905 1 ― 40 

    岐阜県 789 5 759 ― ― 5 

    福井県 242 2 289 ― ― 2 

  中部地区計 15,544 103 16,316 10 △2 111 

    三重県 1,775 9 1,798 2 ― 11 

    京都府 2,631 18 2,210 ― △1 17 

    大阪府 9,496 66 9,681 10 △4 72 

    兵庫県 4,512 28 4,712 7 △2 33 

    奈良県 996 8 972 ― ― 8 

    和歌山県 251 3 241 ― △1 2 

    滋賀県 859 5 999 1 ― 6 

  近畿地区計 20,524 137 20,616 20 △8 149 
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(注）１．株式会社ポイントは、持株会社化以前の株式会社アダストリアホールディングスを含めて集計しておりま

す。 

２. 出店等には株式会社トリニティアーツの連結子会社化に伴い増加した247店舗を含めて集計しております。 

  

 

地域別 

前連結会計年度 
(自 平成24年３月１日 
至 平成25年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年３月１日 
至 平成26年２月28日) 

売上高 
(百万円) 

期末店舗数 
(店) 

売上高 
(百万円) 

店舗異動状況 
期末店舗数 

(店) 出店等 
(店) 

閉鎖・変更 
(店) 

    岡山県 1,878 9 1,809 ― ― 9 

    広島県 2,552 19 2,525 ― ― 19 

    鳥取県 154 1 166 ― ― 1 

    島根県 564 5 614 ― ― 5 

    山口県 188 2 184 ― ― 2 

    愛媛県 540 5 558 ― ― 5 

    香川県 1,071 8 1,086 ― ― 8 

    高知県 180 1 352 2 ― 3 

    徳島県 411 2 431 ― ― 2 

  中国・四国地区計 7,543 52 7,729 2 ― 54 

    福岡県 4,465 36 4,444 1 △2 35 

    長崎県 587 5 545 ― ― 5 

    佐賀県 705 3 689 ― ― 3 

    熊本県 1,170 9 1,257 1 ― 10 

    大分県 1,104 8 1,068 ― ― 8 

    宮崎県 662 4 717 ― ― 4 

    鹿児島県 887 7 861 ― ― 7 

    沖縄県 1,259 9 1,259 ― ― 9 

  九州・沖縄地区計 10,842 81 10,843 2 △2 81 

  WEBサイト 8,233 31 10,465 1 △11 21 

株式会社ポイント計 115,089 785 118,019 71 △49 807 

株式会社トリニティアーツ ― ― 20,476 284 △1 283 

株式会社バビロン 1,587 38 5,090 6 △2 42 

その他 ― ― 1,445 ― ― ― 

国内合計 116,676 823 145,032 361 △52 1,132 

  香港 2,846 24 5,000 10 △4 30 

  中国 588 17 1,004 9 △5 21 

  台湾 1,359 31 1,465 4 △14 21 

  シンガポール 198 4 770 5 ― 9 

海外合計 4,993 76 8,241 28 △23 81 

グループ合計 121,670 899 153,273 389 △75 1,213 
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③ 単位当たり販売実績 

  

※ 従業員数は臨時雇用者(年間平均人員：１日８時間換算)を含めております。 

  

 

区分 
前連結会計年度 

(自 平成24年３月１日 
至 平成25年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年３月１日 
至 平成26年２月28日) 

売上高(百万円) 121,670 153,273 

１㎡当たり売上高 
売場面積(月平均)(㎡) 
１㎡当たり期間売上高(千円) 

163,674 
743 

221,620 
691 

１人当たり売上高 
従業員数(月平均)※(人) 
１人当たり期間売上高(千円) 

6,582 
18,485 

9,079 
16,882 
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３ 【対処すべき課題】 

当社グループが属する衣料小売業界は、少子高齢化やライフスタイルの多様化、外資系企業の日本進出などによ

り大きく変化しております。また、グローバル化の一層の進展とともに、日本市場のみならず、海外市場における

展開や事業拡大を支えるバリューチェーンの強化が、経営上の重要な課題となっております。 

 そのような環境の中で「勝ち組」として生き残っていくためには、以下のような課題に対処していく必要がある

と考えております。 

  

(1) 当社グループは、平成25年に株式会社トリニティアーツ及び株式会社NATURAL NINE（現 株式会社N9&PG）と

経営統合するとともに、持株会社体制へ移行いたしました。経営統合後の新グループにおいて、将来の成長に

向けた事業基盤を早期に確立し、日本国内はもとより海外を含めたより幅広い市場を開拓する体制を構築する

ことが重要であると考えております。 

  

(2) 当社グループは、経営統合およびグループ各社の事業規模拡大に伴い、社員数・組織の規模も拡大を続けてお

り、更に今後は海外展開により、拠点数も増加の見込です。その中でグループとしての目標や行動規範を共有

し、同時に情報・ノウハウ・ナレッジを蓄積あるいは共有し、お客様にご満足いただける企業活動につなげて

いくことが重要であると考えております。また、企業としての成長を図ることは、すなわち企業を支える社員

の成長を図ることであり、社員がステップアップしていける環境を提供し続けることが課題であると考えてお

ります。 

  

(3) 日本は、少子高齢化という、かつて経験したことのない社会を迎えております。これに伴う市場の変化やライ

フスタイルの変化に対応していくため、既存ブランドのポジショニングを再定義し、ブランド特性にあった成

長戦略を展開するとともに、新規ブランドの開発や、WEBやSNSの活用など、お客様に新たな付加価値を提供す

ることが必要であると考えております。 

  

(4) 今後、日本市場はもとより海外市場での展開を進めていくにあたり、付加価値の高い商品を企画・生産し、各

拠点に安定して供給することが必要となってまいります。当社グループは、商品企画から生産・物流・販売に

いたるまでのフローを一元管理し、独自の「バリューチェーン」を構築してお客様に提供する付加価値を最大

化することが、持続的な成長を達成する為に重要であると考えております。 
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４ 【事業等のリスク】 

当社グループの事業に関連するリスク要因で、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある主なリスクには

次のようなものが考えられます。当社グループといたしましては、これらのリスクの発生可能性を認識した上で、

発生の回避を図ると共に発生した場合の適切な対応に努めてまいります。 

なお、記載事項のうち、将来に関するものは、本有価証券報告書提出日現在(平成26年５月23日)、入手可能な情

報に基づき当社が判断したものです。 

  

(1) 当社グループの主要ブランドが属するカジュアル衣料小売市場は、国内外の競合企業との厳しい競争状態にあ

り、流行・嗜好が短期的に大きく変化する傾向が強いため、商品企画等の対応次第では、業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

  

(2) 当社グループの展開するストアブランド(オリジナルブランド)戦略においては、素材、デザイン、価格、店舗

等において一定のコンセプトでの統一を図っているため、顧客の趣向にマッチした商品開発ができなかった場

合には、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) 当社グループが展開するブランドのうち、当連結会計年度における「ローリーズファーム」、「グローバルワ

ーク」及び「ニコアンド」の国内売上高の合計額は連結売上高の40.3％を占めており、これらのブランドの動

向は当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

(4) 当社グループの出店は、全国主要都市のファッションビル及びショッピングセンター内へのインショップ出店

を中心に展開しております。そのため、新たに出店する地域においてストアブランドの浸透に時間を要した場

合や、出店先ファッションビル等を取り巻く商業環境の変化等により、経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

(5) 店舗のほとんどが賃借物件であり、出店に際して敷金及び保証金の差入を行っております。当連結会計年度末

における敷金及び保証金は、147億32百万円であり、総資産の18.7％を占めております。そのためデベロッパー

等の倒産その他の事由が発生した場合、敷金及び保証金の全部または一部が回収できなくなる可能性がありま

す。 

  

(6) 当社グループ取扱商品の大半は、中国等のアジア各国で生産されたものであり、生産国の政治情勢・経済環

境・自然災害等により仕入延いては販売に支障が出る可能性があります。 

  

(7) 当社グループは、有形固定資産やのれん等多くの固定資産を保有しています。減損会計を適用しております

が、今後、店舗等の収益性が悪化したり、保有資産の市場価格が著しく下落したこと等により、減損処理がさ

らに必要になった場合、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

なお、上記以外の一般的な事業リスクとして、景気変動、異常気象、自然災害、事故、取引先破綻、法的規制お

よび訴訟等のさまざまな要因が考えられます。 
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５ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

当社グループは、複数の基幹ブランド育成とブランド力強化による差別化により、継続的な売上高伸長と利益率

の向上を推進するとともに、健全な財務バランスを基盤とする強固な企業体質の構築を目指しております。この方

針に基づき経営活動に取り組んだ結果、当連結会計年度の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローは以下のと

おりとなりました。 

  

(1) 当連結会計年度の財政状態の分析 

① 資産 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、16億65百万円減少して315億25百万円となりました。これは主に、経

営統合後に当社グループ企業の借入金の圧縮を進めたことにより現金及び預金が33億９百万円が減少したこと

や、有価証券（コマーシャルペーパーと国庫短期証券）が64億99百万円減少した一方、経営統合に伴い、たな卸

資産が61億64百万円増加したことによるものです。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて、170億95百万円増加して473億15百万円となりました。これは主に、

経営統合に伴い、のれんが88億９百万円増加したほか、敷金及び保証金が34億25百万円増加したことによるもの

です。 

 この結果、当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べて、154億30百万円増加して788億41百万円

となりました。 

  

② 負債 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、82億42百万円増加して324億74百万円となりました。これは主に、経

営統合に伴い、短期借入金が42億25百万円が増加したほか、未払金が24億75百万円増加したことによるもので

す。 

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて、９億99百万円増加して15億80百万円となりました。これは主に、繰

延税金負債が９億25百万円増加したことによるものです。  

 この結果、当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べて、92億42百万円増加して340億54百万円

となりました。 

  

③ 純資産 

当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、61億87百万円増加して447億86百万円となりま

した。これは主に、株式交換により資本剰余金が44億68百万円増加し、自己株式が77億81百万円減少したことに

よるものです。 
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(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高及び売上総利益 

売上高は前連結会計年度比26.0％増加し1,532億73百万円、売上総利益は前連結会計年度比19.3％増加し848億

69百万円となりました。これは主として、新規出店（144店舗）及び株式会社トリニティアーツの連結子会社化に

伴う店舗の増加（245店舗）により、売上高が増大したことによるものです。売上総利益率は、円安による原価率

の上昇や値下げ販売の増加などにより、前連結会計年度に比べ3.1ポイント低下し55.4％となりました。 

  
② 営業利益及び経常利益 

営業利益は前連結会計年度比40.7％減少し57億62百万円となりました。これは主として、株式会社トリニティ

アーツ及び株式会社NATURAL NINE（現 株式会社N9&PG）の連結子会社化などにより、販売費及び一般管理費が前

連結会計年度比28.8％増加し791億６百万円となったことによるものです。販管費率は、のれん償却費の計上など

により、前連結会計年度に比べて1.1ポイント上昇し51.6％となりました。営業利益率は、前連結会計年度に比べ

4.2ポイント低下し3.8％となりました。 

 経常利益は、前連結会計年度比39.4％減少し60億27百万円となりました。 

  
③ 当期純損失 

当期純損失は47億31百万円（前連結会計年度は当期純利益55億８百万円）となりました。これは主として、業

績悪化等による関係会社株式（株式会社N9&PG等）の減損処理に伴うのれんの一時償却として61億96百万円を特別

損失に計上したこと、また、法人税、住民税及び事業税が45億23百万円発生したことによるものです。 

  

(3) 当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況の分析 

キャッシュ・フローの状況の分析につきましては、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (２）キャッシ

ュ・フローの状況」に記載のとおりであります。 
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第３ 【設備の状況】 

  

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の主な設備投資は、国内119店舗、台湾４店舗、香港７店舗、中国９店舗、シンガポール５店舗の

新規出店に対するものであります。 

 これらの結果、当連結会計年度に実施した設備投資の総額は79億38百万円（敷金及び保証金、長期前払費用を含

み、金額には消費税等を含んでおりません。）となりました。 

なお、当社グループは、衣料品並びに関連商品の企画・販売の単一セグメントであるため、セグメント情報ごとに

記載しておりません。 

  
２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。  

(1) 提出会社 

平成26年２月28日現在 

  

(2) 国内子会社 

平成26年２月28日現在 

  

区分 
建物及び 
構築物 

店舗 
内装設備 

土地 

有形固定 
資産 

「その他」 
(器具備品) 

投下資本 
合計 従業員数 

(人) 

会社名 事業所名 
金額 

(百万円) 
金額 

(百万円) 
面積 
(㎡) 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

株式会社 

アダストリ

アホールデ

ィングス 

本社 
(東京都千代田区) 

50 ― ― ― 21 72 52 

本店 
（茨城県水戸市） 

6 ― ― ― 0 7 ― 

合計 57 ― ― ― 21 79 52 
 

区分 
建物及び 
構築物 

店舗内装 
設備 

土地 

有形固定 
資産 

[その他] 
(器具備品) 

投下資本 
合計 従業員数 

(人） 

会社名 
事業所名 
(所在地） 

金額 
(百万円） 

金額 
(百万円）

面積 
（㎡） 

金額 
(百万円）

金額 
(百万円） 

金額 
(百万円） 

株式会社 
ポイント 

  北海道 13 193 － － － 206 64 

  青森県 1 34 － － 0 36 10 

  岩手県 1 6 － － － 7 10 

  秋田県 0 8 － － － 9 8 

  宮城県 6 96 － － 0 103 40 

  福島県 1 35 － － － 37 11 

北海道・東北地区計 24 375 － － 0 400 143 
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区分 
建物及び 
構築物 

店舗内装 
設備 

土地 

有形固定 
資産 

[その他] 
(器具備品) 

投下資本 
合計 従業員数 

(人） 

会社名 
事業所名 
(所在地） 

金額 
(百万円） 

金額 
(百万円）

面積 
（㎡） 

金額 
(百万円）

金額 
(百万円） 

金額 
(百万円） 

株式会社 
ポイント 

  栃木県 3 49 － － 0 52 21 

  茨城県 3 129 － － 0 132 29 

  群馬県 1 133 － － － 134 33 

  千葉県 22 390 － － 0 413 119 

  埼玉県 13 339 － － 0 352 129 

  東京都 109 637 － － 1 747 321 

  神奈川県 40 464 － － 0 504 152 

  山梨県 0 10 － － － 10 8 

関東地区計 193 2,154 － － 1 2,349 812 

  静岡県 10 152 － － － 162 58 

  新潟県 3 110 － － － 113 28 

  長野県 5 52 － － 0 57 18 

  富山県 0 28 － － 0 29 14 

  石川県 3 61 － － － 65 26 

  愛知県 15 206 － － 0 221 110 

  岐阜県 0 1 － － － 1 10 

  福井県 － 8 － － － 8 4 

中部地区計 38 622 － － 0 660 268 

  滋賀県 1 27 － － 0 28 13 

  三重県 1 91 － － 0 93 26 

  京都府 12 93 － － － 105 45 

  大阪府 52 461 － － 0 514 180 

  兵庫県 21 258 － － 0 280 83 

  和歌山県 0 4 － － － 5 3 

  奈良県 0 8 － － － 8 18 

近畿地区計 90 945 － － 0 1,036 368 
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平成26年２月28日現在 

  

 

区分 
建物及び 
構築物 

店舗内装 
設備 

土地 

有形固定 
資産 

[その他] 
(器具備品) 

投下資本 
合計 従業員数 

(人） 

会社名 
事業所名 
(所在地） 

金額 
(百万円） 

金額 
(百万円）

面積 
（㎡） 

金額 
(百万円）

金額 
(百万円） 

金額 
(百万円） 

株式会社 
ポイント 

  岡山県 2 70 － － 0 73 24 

  広島県 6 67 － － 0 74 51 

  鳥取県 0 － － － － 0 2 

  島根県 0 23 － － － 24 11 

  山口県 0 4 － － － 5 4 

  香川県 0 71 － － 0 72 19 

  愛媛県 7 4 － － 0 12 12 

  徳島県 0 25 － － － 25 7 

  高知県 － 30 － － － 30 6 

中国・四国地区計 18 298 － － 0 317 136 

  福岡県 114 228 381.60 657 0 999 91 

  佐賀県 0 37 － － － 38 9 

  長崎県 2 5 － － － 7 12 

  熊本県 2 54 － － － 56 23 

  大分県 1 16 － － － 17 22 

  宮崎県 0 16 － － 0 16 13 

  鹿児島県 1 24 － － 0 26 15 

  沖縄県 0 39 － － － 40 20 

九州・沖縄地区計 122 423 381.60 657 0 1,203 205 

WEBサイト ― 0 ― ― 2 2 13 

店舗計 488 4,820 381.60 657 3 5,969 1,945 

東京本部 
(東京都千代田区) 

259 3 ― ― 169 432 529 

合計 748 4,823 381.60 657 173 6,402 2,474 
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平成26年２月28日現在 

  

平成26年１月31日現在 

  

平成26年２月28日現在 

  

 

区分 
建物及び 
構築物 

店舗 
内装設備 

土地 

有形固定 
資産 

「その他」 
(器具備品) 

投下資本 
合計 従業員数 

(人) 

会社名 事業所名 
金額 

(百万円) 
金額 

(百万円) 
面積 
(㎡) 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

株式会社 
 トリニティ

アーツ 

本社 
(東京都千代田区) 

40 1 ― ― 32 75 272 

店舗 
(国内) 

150 2,531 ― ― 28 2,709 695 

合計 191 2,532 ― ― 60 2,784 967 
 

区分 
建物及び 
構築物 

店舗 
内装設備 

土地 

有形固定 
資産 

「その他」 
(器具備品) 

投下資本 
合計 従業員数 

(人) 

会社名 事業所名 
金額 

(百万円) 
金額 

(百万円) 
面積 
(㎡) 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

株式会社 
バビロン 

本社 
(東京都千代田区) 

36 ― ― ― 12 48 48 

店舗 
(国内) 

25 270 ― ― 0 296 120 

合計 61 270 ― ― 12 344 168 
 

区分 
建物及び 
構築物 

土地 

有形固定 
資産 

「その他」 
(器具備品) 

投下資本 
合計 従業員数 

(人) 

会社名 事業所名 
金額 

(百万円) 
面積 
(㎡) 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

株式会社 
N9&PG 

事務所 
（東京都千代田区） 

21 ― ― 22 44 254 

生産事業合計 21 ― ― 22 44 254 

水戸物流センター 
(茨城県水戸市） 

0 ― ― 3 4 6 

福岡物流センター 
(福岡市東区) 

300 12,000 1,044 6 1,350 3 

茨城西物流センター 
(茨城県東茨城郡茨城町) 

691 28,380 620 297 1,609 4 

神戸物流センター 
(兵庫県神戸市灘区) 

101 ― ― 27 129 5 

高崎物流センター 
（群馬県佐波郡玉村町） 

34 ― ― 9 43 10 

ＥＣ物流センター 
（茨城県東茨城郡茨城町） 

0 ― ― 3 4 3 

物流事業合計 1,129 40,380 1,664 347 3,141 31 

合計 1,151 40,380 1,664 370 3,185 285 
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(3) 在外子会社 

平成25年12月31日現在 

  
(注) １．金額は帳簿価額であり、建設仮勘定は含まれておりません。 

２．上記の他、保証金敷金が14,732百万円、長期前払費用が209百万円あります。 

３．従業員数には臨時従業員は含まれておりません。 

４. 株式会社トリニティアーツは、同社の子会社を含めて集計しております。 

５．上記の他、平成26年２月28日現在における主な賃借設備として以下のものがあります 

  
(1) 提出会社 

  

  

 

区分 
建物及び 
構築物 

店舗 
内装設備 

土地 

有形固定 
資産 

「その他」 
(器具備品) 

投下資本 
合計 従業員数 

(人) 

会社名 事業所名 
金額 

(百万円) 
金額 

(百万円) 
面積 
(㎡) 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

波茵特股份

有限公司 

本社 
(台湾台北市) 

― ― ― ― 4 4 20 

店舗 
(台湾) 

― 87 ― ― 2 89 83 

合計 ― 87 ― ― 6 94 103 

Adastria 

Asia  

Co.,Ltd. 

本社 
(Kowloon,Hong 
Kong) 

9  ―  ― ― 2 12 3 

店舗 
(Hong Kong) 

― 757 ― ― 26 784 228 

合計 9 757 ― ― 29 796 231 

方針(上海)

商貿有限公

司 

本社 
(中国上海市) 

― ― ― ― 4 4 8 

店舗 
(中国) 

― 161 ― ― 1 162 169 

合計 ― 161 ― ― 6 167 177 

SINGAPORE 

POINT  

PTE.LTD. 

本社 
(1Maritime 
Square,Singapore) 

3 ― ― ― 1 5 10 

店舗 
(Singapore) 

― 59 ― ― 3 62 79 

合計 3 59 ― ― 5 68 89 

合計 12 1,066 ― ― 48 1,126 600 
 

会社名 事業所名 設備の内容 契約種類 
年間賃借料又は 
年間リース料 
(百万円) 

株式会社 

アダストリア

ホールディン

グス 

本店及び 
東京本部 

建物賃借 賃借契約 416 

事務機器設備 リース契約 9 

店舗 

建物賃借 賃借契約 9,166 

店舗什器 リース契約 197 

ＰＯＳ関連設備 リース契約 119 
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(2) 国内子会社 
  

  

  

  

  

 

会社名 事業所名 設備の内容 契約種類 
年間賃借料又は 
年間リース料 
(百万円) 

株式会社 
ポイント 

店舗 

建物賃借 賃借契約 9,763 

店舗什器 リース契約 104 

ＰＯＳ関連設備 リース契約 117 

東京本部 
建物賃借 賃借契約 336 

事務機器設備 リース契約 10 
 

会社名 事業所名 設備の内容 契約種類 
年間賃借料又は 
年間リース料 
(百万円) 

株式会社 
トリニティ 
アーツ 

本社 
建物賃借 賃借契約 139 

事務機器設備 リース契約 8 

店舗 
建物賃借 賃借契約 2,549 

店舗什器 リース契約 62 
 

会社名 事業所名 設備の内容 契約種類 
年間賃借料又は 
年間リース料 
(百万円) 

株式会社 
バビロン 

本社 
建物賃借 賃借契約 76 

事務機器設備 リース契約 10 

店舗 
建物賃借 賃借契約 932 

店舗什器 リース契約 156 
 

会社名 事業所名 設備の内容 契約種類 
年間賃借料又は 
年間リース料 
(百万円) 

株式会社 
N9&PG 

事務所 
建物賃借 賃借契約 0 

事務機器設備 リース契約 0 

水戸物流センター 
建物賃借 賃借契約 3 

物流設備 リース契約 1 

福岡物流センター 物流設備 リース契約 4 

茨城西物流センター 物流設備 リース契約 0 

神戸物流センター 
建物賃借 賃借契約 0 

物流設備 リース契約 0 

高崎センター 
建物賃借 賃借契約 1 

物流設備 リース契約 0 
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(3) 在外子会社 
  

６．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

①提出会社 

    当連結会計年度末において、重要な設備の新設等は計画しておりません。 

  
②国内子会社 

（注）１．予定面積の（ ）書きは内数で、貸借分を示しております。 

 ２．「予算金額」には、敷金及び保証金が含まれております。 

 ３．今後の所要額は、自己資金でまかなう予定であります。 

 ４．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
③在外子会社 

当連結会計年度末において、重要な設備の新設等は計画しておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

当連結会計年度末において、重要な設備の除却等は計画しておりません。 

  

 

会社名 事業所名 設備の内容 契約種類 
年間賃借料又は 
年間リース料 
(百万円) 

波茵特股份 
有限公司 

本社 
建物賃借 賃借契約 16 

事務機器設備 リース契約 0 

店舗 
建物賃借 賃借契約 349 

店舗什器 リース契約 2 

Adastria 
Asia  
Co.,Ltd. 

本社 建物賃借 賃借契約 17 

店舗 建物賃借 賃借契約 1,470 

方針(上海)
商貿有限 
公司 

本社 建物賃借 賃借契約 9 

店舗 建物賃借 賃借契約 215 

SINGAPORE 
POINT 
PTE.LTD. 

本社 
建物賃借 賃借契約 5 

事務機器設備 リース契約 0 

店舗 
建物賃借 賃借契約 382 

店舗什器 リース契約 0 
 

会社名 
事業所名 
(仮称） 

所在地 
予定面積 
（㎡） 

予算金額 
(百万円）

既支払金額
(百万円）

契約年月 開店予定年月 備考 

株式会社 
ポイント 

レイジブルー 
渋谷 

東京都 
渋谷区 

343.70 
（343.70） 

107 ― 平成26年４月 平成26年４月 新規出店 

スクオーバル 
ＪＲ大分駅ビル 

大分県 
大分市 

372.90 
（372.90） 

127 ― ― 平成27年３月 新規出店 
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第４ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注)  平成25年５月23日開催の定時株主総会決議に基づき、平成25年９月１日付で１単元の株式数を10株から100株へ

変更しております。 

  
(2) 【新株予約権等の状況】 

  
平成25年５月15日開催の取締役会に基づいて発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 
 

種類 
事業年度末現在発行数(株) 

(平成26年２月28日) 
提出日現在発行数(株) 
(平成26年５月23日) 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 24,400,000 24,400,000 
東京証券取引所 
(市場第一部) 

単元株式数 
100株 

計 24,400,000 24,400,000 ― ― 
 

  
事業年度末現在 

(平成26年２月28日) 
提出日の前月末現在 
(平成26年４月30日) 

新株予約権の数(個) 123 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
1,230 
(注)１ 

同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 
1 

(注)２ 
同左 

新株予約権の行使期間 (注)３ 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

 発行価格  4,230.9 
 資本組入額  2,116 

(注)４ 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注)５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)６ 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

(注)７ 同左 
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(注) １．新株予約権の目的である株式の種類および数  

  イ． 本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下「対象株式数」という。）は10株とする。な

お、当社が株式の分割（株式無償割当を含む。以下同じ。）または、株式の併合を行う場合、次の算

式により対象株式数を調整する。但し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されて

いない新株予約権についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、切り捨てるもの

とする。 

  

  調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割または併合の比率  

  

  ロ． 本新株予約権の割当て後に当社が合併または会社分割を行う場合等、対象株式数の調整を必要とする

場合には、当社は、合併または会社分割等の条件を勘案の上、合理的な範囲で対象株式数を調整する

ことができる。 

２．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額  

  イ． 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、各本新株予約権の行使に際して出資され

る財産の価額は、行使価額（下記ロに定める。）に対象株式数を乗じた価額とする。 

  ロ． 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、本新株予約権の行使により交付を受けること

ができる株式１株当たり１円（以下「行使価額」という。）とする。 

  ハ． 本新株予約権の割当日後に当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、当社は次の算式により行

使価額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  

 調整後行使価額＝調整前行使価額 ÷ 分割又は併合の比率  

  

     また、本新株予約権の割当日後に当社が合併又は会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要をす

る場合には、当社は、合併又は会社分割等の条件を勘案の上、合理的な範囲内で行使価額を調整する

ことができるものとする。 

３．本新株予約権の行使期間 

  本新株予約権を行使することができる期間は、平成25年７月１日から平成28年６月30日まで（以下「権利

行使期間」という。）とする。  

４．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

  イ. 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生

じる場合は、その端数を切り上げた額とする。 

  ロ. 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記イの資本金

等増加限度額から上記イに定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

５．本新株予約権の行使の条件 

  イ． 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

  ロ． 対象者が、当社の取締役、監査役もしくは使用人、または関係会社の取締役、監査役もしくは使用人

のいずれの地位も喪失した場合、その喪失日より１ヵ月間（但し、新株予約権を行使することができ

る期間を超えない。）に限り新株予約権の権利行使を可能とする。 

  ハ. 対象者が死亡した場合、対象者の相続人による本新株予約権の相続は認めない。 

  ニ． 本新株予約権の取得事由および条件  

当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案又

は株式移転計画承認の議案が株主総会で承認された場合、当社の取締役会が別途定める日に、当社は

未行使の新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を無償にて取得することができる。 

６．本新株予約権の譲渡制限  

  譲渡による本新株予約権の取得については、当社の取締役会の承認を要するものとする。 

７. 組織再編を行う場合における残存新株予約権の消滅および再編対象会社による新株予約権の交付 

    「当社が消滅会社となる合併」、「当社が分割会社となる会社分割」若しくは「当社が完全子会社となる

株式交換又は株式移転」（以上を総称して、以下「組織再編行為」という。）を行う場合には、組織再編

行為の効力発生時点における残存新株予約権の権利者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１

項第８号イ乃至ホに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を、以下の条件に基

づき、それぞれ交付するものとする。この場合、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社新株予約権を新

たに発行するものとする。但し、残存新株予約権の権利者に対し、以下の条件に沿って再編対象会社の新

株予約権を交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画にお

いて定めた場合に限るものとする。  
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  ⅰ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類  

  普通株式とする。  

ⅱ 交付する再編対象会社の新株予約権の数  

  各新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数とする。  

ⅲ 再編対象会社の新株予約権１個当たりの目的である株式の数  

  組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。  

ⅳ 新株予約権の行使期間  

  上記３に定める権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか 

  遅い日から、上記３に定める権利行使期間の満了日までとする。  

ⅴ 新株予約権の譲渡制限  

  上記６に準じて決定する。  

ⅵ 再編会社の新株予約権の取得事由及び条件  

  上記５に準じて決定する。  

ⅶ その他の事項  

  本新株予約権に関するその他の内容に準じて決定する。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 自己株式の消却による減少であります。 

  

(6) 【所有者別状況】 

平成26年２月28日現在 

(注) １．自己株式117,588株は、「個人その他」に1,175単元、「単元未満株式の状況」に88株含まれております。 

２．証券保管振替機構名義の株式360株は、「その他の法人」に３単元、「単元未満株式の状況」に60株含まれ

ております。 

３．平成25年５月23日開催の定時株主総会決議に基づき、平成25年９月１日付で１単元の株式数を10株から100

株へ変更しております。 

  

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高 
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成22年８月10日 
 (注) 

△1,590,720 24,400,000 ― 2,660 ― 2,517 

 

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

単元未満 
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 
金融商品
取引業者

その他の
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 40 32 111 182 12 12,460 12,837 ―

所有株式数 
(単元) 

― 28,996 2,421 94,117 45,603 35 70,278 241,450 255,000

所有株式数 
の割合(％) 

― 12.0 1.0 39.0 18.9 0.0 29.1 100.0 ―
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(7) 【大株主の状況】 

平成26年２月28日現在 

 (注)１．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は以下のとおりであります。 

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)      530 千株 

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)         431 千株 

     ２．前事業年度末現在主要株主ではなかった株式会社フクゾウは、株式会社月岡及び株式会社武平を吸収合併し

たことなどにより、当事業年度末においては主要株主となっております。 

   ３．前事業年度末現在主要株主であった当社は株式会社NATURAL NINE HOLDINGS（現 株式会社N9&PG）及び株式

会社トリニティアーツとの株式交換に伴う割当交付などにより、当事業年度末では主要株主ではなくなって

おります。 

   ４．フィデリティ投信株式会社から平成25年12月19日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書（変更報告

書）により、以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社としては当事業年度末時点にお

ける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。 

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社フクゾウ 東京都杉並区浜田山１丁目33番25号-301 6,619 27.12 

豊島株式会社名古屋本社 愛知県名古屋市中区錦２丁目15番15号 1,000 4.09 

ビービーエイチ フイデリテイ 
ピユーリタン フイデリテイ 
シリーズ イントリンシツク 
オポチユニテイズ フアンド 
（常任代理人 株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行決済事業部） 

82 DEVONSHIRE ST BOSTON 
MASSACHUSETTS 02109360582  
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号) 

750 3.07 

福田 三千男 東京都世田谷区 719 2.94 

株式会社テツカンパニー 茨城県水戸市泉町３丁目１番27号 644 2.64 

ビービーエイチ フオー フイ
デリテイ ロー プライスド 
ストツク フアンド（プリンシ
パル オールセクター サブポ
ートフオリオ） 
（常任代理人 株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行決済事業部） 

82 DEVONSHIRE ST BOSTON 
MASSACHUSETTS 02109360582  
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号) 

635 2.60 

日本トラスティ・サービス信託  
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 558 2.28 

株式会社良品計画 東京都豊島区東池袋４丁目26号３号 554 2.27 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 475 1.94 

塩見 鉄弥 大阪府寝屋川市 469 1.92 

計 － 12,425 50.92 
 

氏名又は名称 住所 所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

フィデリティ投信株式会社 
東京都港区虎ノ門４丁目３番１号 
城山トラストタワー 

161 0.66 

エフエムアール エルエルシー 
(FMR LLC) 

245 SUMMER STREET,BOSTON, 
MASSACHUSETTS 02210,USA 

1,602 6.57 

計 ― 1,763 7.23 
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(8) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成26年２月28日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成26年２月28日現在 

(注)  上記以外に自己名義所有の単元未満株式88株を保有しております。 

  

(9) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、株式報酬型ストッ

クオプションとして新株予約権を発行するものであります。 

当該制度の内容は次のとおりであります。 

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式   117,500 ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 24,027,500 240,275 ― 

単元未満株式 普通株式  255,000 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数          24,400,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 240,275 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

株式会社アダストリアホ
ールディングス 

茨城県水戸市泉町 
３丁目１番27号 

117,500 ― 117,500 0.48 

計 ― 117,500 ― 117,500 0.48 
 

決議年月日 平成25年５月15日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役（社外取締役を除く。）     ７名 
当社執行役員（取締役兼務者を除く。） 28名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

― 
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２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

  

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成26年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含まれておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当期間における処理自己株式数及び保有自己株式数には、平成26年５月１日からこの有価証券報告書提出日ま

での単元未満株式の買増請求及びストック・オプションの行使による株式数は含まれておりません。 

  

 

【株式の種類等】   会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する 
普通株式の取得 
  

 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会（平成25年５月28日）での決議状況 
(取得期間 平成25年５月29日～平成25年８月15日) 

1,000,010 4,000,040,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 1,000,000 4,000,000,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 10 40,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 0.0 0.0 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合（％） 0.0 0.0 
 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

当事業年度における取得自己株式 3,420 14,949,720 

当期間における取得自己株式 410 954,990 
 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額 

(円) 
株式数(株) 

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

3,532,887 11,759,409,634 ― ― 

その他 
(単元未満株式の買増請求) 

90 294,120 100 224,800 

その他 
(ストック・オプションの行使) 

10,740 36,896,146 ― ― 

保有自己株式数 (注) 117,588 ― 117,898 ― 
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３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様への還元につきましては、配当はのれん償却前連結配当性向30％を基準に実施することを基本

方針としております。 

剰余金の配当につきましては、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としておりま

す。これらの剰余金の配当の決定機関は取締役会であります。 

当事業年度の期末配当金につきましては、下期業績が第２四半期決算発表時に発表した予想を下回ったことによ

り、当初予定金額より減額し、１株当たり25円とさせていただくことといたしました。この結果、中間配当金の１株

当たり50円と合わせ、年間配当は１株当たり75円となります。 

内部留保資金につきましては、魅力あるブランドの開発、商品の提供に必要な事業への投資を行うことにより一層

の企業価値（株主価値）の向上ならびに経営基盤の強化を図ってまいります。 

当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金等の配当を行うことが出来

る。」旨を定款に定めております。 

当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づいて以下のとおりとなっております。 

  

この結果、当事業年度ののれん償却前連結配当性向は47.8％となりました。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 

決議年月日 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり配当額 
(円) 

平成25年９月30日 
取締役会決議 

1,090 50 

平成26年４月４日 
取締役会決議 

607 25 
 

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期 

決算年月 平成22年２月 平成23年２月 平成24年２月 平成25年２月 平成26年２月 

最高(円) 6,040 6,150 4,065 3,435 5,280 

最低(円) 3,810 3,045 2,801 2,620 2,340 
 

月別 平成25年９月 10月 11月 12月 平成26年１月 ２月 

最高(円) 4,810 4,725 4,585 4,190 3,780 2,712 

最低(円) 4,360 4,070 4,050 3,760 2,675 2,340 
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５ 【役員の状況】 
  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 
株式数 
(千株) 

代表取締役 
会長 

― 福田 三千男 昭和21年７月10日生

昭和44年４月 大賀株式会社入社 

(注)３ 719 

昭和46年５月 当社入社 

昭和46年５月 当社取締役 

昭和57年６月 当社専務取締役 

平成３年４月 有限会社ベアーズファクトリー

(現 株式会社N9&PG) 

代表取締役社長 

平成５年３月 当社代表取締役社長 

平成14年12月 波茵特股份有限公司董事長 

平成16年５月 当社代表取締役会長 

平成22年５月 

平成25年８月 

  

平成25年９月 

当社代表取締役会長兼社長 

株式会社ポイント代表取締役会

長(現任) 

当社代表取締役会長(現任） 

代表取締役 
社長 

― 遠藤 洋一 昭和36年３月28日生

昭和59年９月 有限会社トムトム入社 

(注)３ 33 

昭和60年11月 当社入社 

平成13年３月 当社経営企画室長 

平成13年５月 当社取締役 

平成15年６月 当社常務取締役 

社長室長兼経営企画室長 

平成16年５月 当社常務取締役 

管理本部長 

平成17年６月 当社取締役常務執行役員 

管理本部長 

平成18年３月 当社取締役常務執行役員 

業務推進本部長 

平成18年７月 当社取締役専務執行役員 

業務推進本部・管理本部担当 

兼業務推進本部長 

平成19年３月 当社取締役専務執行役員 

業務推進本部・管理本部・情報

システム室担当 

平成20年３月 当社取締役専務執行役員 

管理本部・経営企画室・情報シ

ステム室担当 

平成22年３月 

平成22年３月 

  

当社代表取締役専務執行役員 

株式会社ポジック(現 株式会社

N9&PG)取締役 

平成22年３月 POINT HOLDING CO.,LTD 

(現 Adastria Asia Co., Ltd.) 

董事長 

平成22年３月 方針(上海)商貿有限公司董事長 

平成23年５月 波茵特股份有限公司董事長 

平成24年２月 SINGAPORE POINT PTE.LTD.(現 

ADASTRIA SINGAPORE PTE.LTD.) 

代表取締役社長 

平成24年３月 当社代表取締役専務執行役員  

企画推進統括本部長 

平成25年３月 

  

 

  

  

平成25年４月 

  

平成25年９月 

平成25年12月 

  

  

平成26年２月 

当社代表取締役専務執行役員 

海外事業本部・戦略推進部・経

営企画部・経理部・情報システ

ム部・広告宣伝WEB営業部・物流

部担当 

株式会社ポイント代表取締役社

長(現任) 

当社代表取締役社長(現任) 

株式会社アダストリア・ゼネラ

ルサポート代表取締役社長(現

任) 

株式会社N9&PG取締役(現任) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 
株式数 
(千株) 

取締役 
グループ管理 

部門担当 
宮本 英範 昭和42年１月23日 

平成２年４月 伊藤忠商事株式会社入社 

(注)３ 418 

平成11年４月 

  

KINKISHARYO  International  LLC

副社長 

平成16年３月 

  

株式会社トランスコンチネンツ代

表取締役副社長 

平成18年７月 株式会社NATURAL NINE取締役会長 

平成23年９月 

  

平成25年１月 

  

平成25年６月 

平成25年９月 

  

平成25年９月 

  

平成25年９月 

  

平成25年12月 

  

平成26年５月 

株式会社トリニティアーツ取締役

(現任) 

株式会社NATURAL NINE HOLDINGS

代表取締役社長 

当社入社 当社顧問 

当社取締役 

グループ管理部門担当(現任) 

株式会社ポジック(現 株式会社

N9&PG)取締役 

Adastria Asia Co., Ltd.董事(現

任) 

株式会社アダストリア・ゼネラル

サポート取締役(現任) 

株式会社ポイント取締役(現任) 

取締役 
グループ営業 

部門担当 
木村 治 昭和44年９月２日 

平成２年３月 

  

株式会社福田屋洋服店(現 当社)

入社 

(注)３ 9 

平成15年12月 

  

有限会社パラビオン・シドゥ代表

取締役 

平成18年３月 work design株式会社代表取締役 

平成19年８月 

  

株式会社ドロップ(現 株式会社ト

リニティアーツ)常務取締役 

平成23年９月 

  

平成25年９月 

  

平成25年９月 

平成26年２月 

平成26年２月 

株式会社トリニティアーツ代表取

締役社長(現任) 

当社入社 当社取締役 

グループ営業部門担当(現任) 

Adastria Asia Co., Ltd.董事 

株式会社ポイント取締役(現任) 

株式会社N9&PG取締役(現任) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 
株式数 
(千株) 

取締役 ― 倉重 英樹 昭和17年９月11日 

昭和41年４月 

  

日本アイ・ビー・エム株式会社入

社 

(注)３ ― 

平成５年１月 同社取締役副社長 

平成５年11月 

  

プライスウォーターハウスコンサ

ルタント株式会社代表取締役会長 

平成12年５月 

  

ジャスコ株式会社(現 イオン株式

会社)取締役相談役 

平成14年10月 

  

平成16年２月 

  

平成18年10月 

  

  

平成19年５月 

平成19年６月 

平成19年12月 

  

平成20年５月 

  

平成22年４月 

平成23年４月 

  

平成24年４月 

平成25年４月 

  

平成25年９月 

  

平成25年９月 

IBMビジネスコンサルティングサ

ービス株式会社代表取締役会長 

日本テレコム株式会社取締役代表

執行役社長 

株式会社RHJIインダストリアル・

パートナーズ・アジア代表取締役

社長 

イオン株式会社社外取締役 

旭テック株式会社社外取締役 

株式会社RHJインターナショナ

ル・ジャパン代表取締役会長 

株式会社シグマクシス代表取締役

CEO 

同社代表取締役会長 

株式会社アイ・ティ・フロンティ

ア取締役会長 

同社代表取締役執行役員会長 

株式会社シグマクシス代表取締役

会長兼社長(現任) 

株式会社アイ・ティ・フロンティ

ア取締役(現任) 

当社取締役(現任) 

取締役 ― 松井 忠三 昭和24年５月13日 

昭和48年６月 

  

株式会社西友ストアー(現 合同会

社西友)入社 

(注)３ 1 

平成５年５月 

  

株式会社良品計画取締役総務人事

部長 

平成11年５月 

  

株式会社アール・ケイ・トラック

代表取締役社長 

平成12年５月 

  

ムジ・ネット株式会社(現 株式会

社MUJI HOUSE)代表取締役社長 

平成13年１月 

平成13年４月 

  

平成14年２月 

  

平成20年２月 

  

平成21年５月 

  

  

平成25年６月 

  

平成25年９月 

株式会社良品計画代表取締役社長 

ムジ・ネット株式会社(現 株式会

社MUJI HOUSE)取締役 

株式会社良品計画代表取締役社長

兼執行役員 

同社代表取締役会長兼執行役員

(現任) 

ムジ・ネット株式会社(現 株式会

社MUJI HOUSE)代表取締役社長(現

任) 

株式会社りそな銀行社外取締役

(現任) 

当社取締役(現任) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 
株式数 
(千株) 

取締役 ― 阿久津 聡 昭和41年７月11日 

平成10年５月 

  

カリフォルニア大学バークレー校

経営学博士(Ph.D.) 

(注)３ ― 

平成10年12月 一橋大学商学部専任講師 

平成11年４月 

  

同大学大学院国際企業戦略研究科

専任講師 

平成14年６月 

  

 

  

同大学大学院国際企業戦略研究科

助教授 

(平成19年 助教授から准教授へ名

称変更) 

平成18年６月 

  

平成20年10月 

  

平成22年３月 

  

平成22年４月 

  

平成22年４月 

  

平成25年９月 

ニフティ株式会社社外取締役(現

任) 

情報・システム研究機構国立情報

学研究所連携研究部門客員准教授 

株式会社大塚家具社外取締役(現

任) 

情報・システム研究機構国立情報

学研究所連携研究部門客員教授 

一橋大学大学院国際企業戦略研究

科教授(現任) 

当社取締役(現任) 

監査役 
（常勤） 

  
― 廣田 滋 昭和26年４月４日生

昭和50年４月 野村證券株式会社（現 野村ホー

ルディングス株式会社）入社 

(注)４ ― 

平成13年６月 同社常勤監査役 

平成15年６月 野村證券株式会社取締役 

平成16年４月 株式会社野村総合研究所 

執行役員 

平成17年６月 同社取締役執行役員 

平成18年４月 同社取締役常務執行役員 

平成22年４月 同社取締役専務執行役員 

平成23年６月 

  

平成24年５月 

平成25年４月 

髙木証券株式会社社外取締役 

(現任） 

当社監査役(現任) 

株式会社ポイント監査役(現任) 

監査役 ― 横山 哲郎 昭和21年８月28日生

昭和45年10月 アーサー・アンダーセン会計事

務所東京支社入所 

(注)４ 18 

昭和50年11月 公認会計士坪井徳義事務所入所 

昭和51年７月 監査法人朝日会計社入社 

昭和55年11月 公認会計士・税理士横山哲郎 

事務所開設所長(現任) 

平成４年５月 当社監査役(現任) 

監査役 ― 前川 渡 昭和25年２月10日生

昭和55年５月 弁護士登録(第一東京弁護士会) 

(注)５ ― 

平成２年９月 東京アーバン法律事務所共同開設 

平成10年１月 前川法律事務所開設所長(現任) 

平成15年５月 当社監査役(現任) 

平成16年４月 第一東京弁護士会副会長 
 

― 38 ―



  
(注) １．倉重英樹、松井忠三、阿久津聡の３名は、社外取締役であります。 

２. 廣田滋、横山哲郎、前川渡の３名は、社外監査役であります。 

３．平成26年５月22日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

４．平成24年５月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

５．平成23年５月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 
株式数 
(千株) 

監査役 ― 髙橋 惇 昭和９年12月10日生

昭和33年４月 三井不動産株式会社入社 

(注)４ 1 

昭和62年６月 同社取締役人事部長 

平成元年４月 同社取締役商業施設事業本部 

副本部長 

平成３年６月 株式会社ららぽーと（現 ららぽ

ーとマネジメント株式会社） 

代表取締役社長 

平成15年11月 当社顧問 

平成16年５月 当社監査役(現任) 

平成18年４月 日本商業施設ファンド投資法人

執行役員 

平成20年４月 

  

平成25年９月 

フロンティア不動産投資法人 

執行役員 

株式会社ポイント監査役(現任) 

計 1,201 
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、数年来、企業体質の強化・経営体制の確立に向けて、組織・制度・決議機関等を整備し、コーポレー

ト・ガバナンスの充実を図ることが経営上の重要課題と考えております。 

 また、株式会社ポイント、株式会社トリニティアーツ、株式会社N9&PGなどの事業会社を傘下に擁する持株会社

として、グループ一元的なガバナンスの中心にあって、スリムな体制で全グループの戦略機能を担い、全グループ

のリスク管理と対外的な説明責任を負っております。 

  

② 企業統治の体制 

[会社の機関の内容] 

当社の組織としては、取締役会、監査役会に加え、内部監査部を設置しております。 

 取締役会は、全取締役７名中、社外取締役が３名を占め、グループ全体の経営意思決定の最高機関として機能し

ており、社外監査役３名を含む監査役は、独立した立場で取締役会に出席し、取締役の業務遂行における善管注意

業務、忠実業務等の履行状況について監査する体制を構築しております。  

 また、これらを補佐する会議体として経営会議、指名・報酬委員会、コーポレートガバナンス委員会、コンプラ

イアンス委員会及び開示委員会が設置されており、取締役の選任、報酬等につき、透明性及び適正性を確保してお

ります。 

 そのような取組みにより、株主その他のステークホルダーに対し、経営における透明性、健全性及び効率性を約

束するコーポレート・ガバナンス体制を構築しております。 

 当社は、監査役設置会社形態を採用しており、監査役の過半数は、社外監査役にて構成されております。各監査

役は、取締役会、コーポレートガバナンス委員会等の重要な会議に出席し、また重要な決裁書類等の閲覧により、

経営の実態を適時把握し、経営監視機能は十分に働いていると考えております。   

 監査役と協働する組織としては、内部監査部があり、定められた監査方針に基づき、社内監査を実施しておりま

す。監査状況については、経営会議において評価と提言が行われ、特に重要事項については、監査役会との連携に

より、取締役会で審議する仕組みをとっております。また、内部統制システムが有効に機能しているかを定期的に

検証しており、その改善に努めております。 

 なお、連結子会社についても、同様に、ガバナンス体制の充実を図っております。  
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当社のコーポレート・ガバナンス体制を図で示すと以下のようになります。 

  

 
  

[内部統制システムの整備の状況及びリスク管理体制の整備の状況] 

イ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社及び当社グループ各社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任及び企

業倫理を果たすため、当社グループの企業倫理基準を定め、その周知徹底を図っております。  

 当社及び当社グループ各社における法令、ルール違反や不正行為が発生し、また発生する恐れがあることを知

った取締役及び使用人は、担当責任者へ報告しなければならないこととしております。 

 取締役は、毎事業年度の終了後、業務執行が法令に違反していない旨、及び善管注意義務並びに忠実義務を果

たした旨の確認書に署名捺印し提出しており、この確認書は、次事業年度の業務執行の指針としております。 

  また、コンプライアンス委員会を設置し、法令、定款、各種社内ルール並びに当社及び当社グループ各社の企

業倫理の遵守に関する重要方針を立案、推進してまいります。 

  

ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制  

取締役会における決議事項及び報告事項に関する情報については、法令に従い取締役会議事録を作成し、適切

に保存、管理しております。  

 また、職務執行にかかる重要な情報については、機密文書管理規程を定め、これに従い適切に保存、管理して

おります。 

  

ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制  

危機管理規程を定め、当社及び当社グループ各社に損失の危険が発生し、又は発生する可能性がある場合はそ

れに従い速やかに対処するとともに、災害やシステム障害などの組織横断的な緊急事態が発生した場合にも適切

に対処してまいります。 

  

ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制  

各種の経営計画及び予算を定め、当社グループ全体として達成すべき目標を明確化し、当社グループ全体の業

務が効率的に遂行されるよう推進、管理しております。  

 また、重要な事項については、取締役会等を通じて随時決定していますが、必要に応じ各種規程及びマニュア

ルを整備し、迅速かつ適切な意思決定を行ってまいります。  
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ホ．財務報告の適正性を確保するための体制 

当社及び当社グループ各社の財務報告が、法令等に従って適正に行われるための体制（財務報告に係る内部統

制）を構築し、運用いたします。 

  

へ．当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制  

当社グループの企業価値の最大化の役割を担う持株会社として、当社グループ全体の視点から業務の適正を確

保するための体制を整備しております。 

 また、当社グループ各社の業務の適正を確保するため関係会社管理規程を定め、当社グループ各社の指導、育

成、管理を行っております。 

  当社グループ各社は、会社の規模、事業の性質、機関の設計、その他会社の個性及び特質を踏まえ、必要に応

じ本基本方針に定める事項について体制を整備しております。 

 また、当社グループ全体のコンプライアンス体制を評価、確保するために、内部監査部門が、当社グループ各

社の状況について適宜確認し、各社の取締役会及び監査役会又は監査役に報告しております。  

  

ト．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制  

監査役会又は監査役が、その職務を補助すべき組織又は使用人を置くことを求めた場合には直ちに応じること

とします。  

  

チ．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項  

前項に定める使用人についての任命、異動及び評価等を行う場合は、予め監査役会又は監査役の承認を得るこ

ととします。  

  

リ．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制  

取締役及び使用人は、必要に応じ、又は監査役会、監査役の要請に応じ、監査役会、監査役に対して職務の執

行状況を報告することとなっております。 

 また、取締役は、当社及び当社グループ各社において、次のような事象が発生し場合には、可及的速やかにそ

の旨を監査役に報告することになっております。 

  ・当社グループに著しい損害を及ぼす恐れのある事実があることを発見したとき。 

 ・内部通報システムにて、従業員より当社グループの存続に影響を与えるような事実、又は法律及び社内規範 

  に対する重大な違反行為が存在することを通報されたとき。 

 ・当社及び当社グループ各社の対外、対内の折衝において、訴訟事項に発展することが予想されるような事態 

  が生じたとき。 

  

ヌ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制  

監査役が監査を補助する弁護士、公認会計士、コンサルタントその他の外部アドバイザーを必要とする場合、

これを任用することを推進しています。  

 また、取締役及び使用人の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するよう努めておりま

す。  

  

ル．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況  

当社及び当社グループ各社は、市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との関係を一切遮断しま

す。これらの勢力、団体との取引関係を持たないことはもちろんのこと、不当な要求に対しても毅然とした態度

で臨みこれを拒絶します。  

 また、反社会的勢力による不当要求事案等の発生時は、総務法務部を対応統括部署とし、警察、暴力追放運動

推進センター及び顧問弁護士等の外部専門機関と緊密に連携し、適切に対応します。  
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③ 内部監査及び監査役監査 

当社の監査役会は監査役４名で構成され、監査方針に従い開催しており、主に取締役会及び経営会議等での議題

を審議しております。内部監査については、８名の専任者によって構成されている内部監査部により、定められた

監査方針に基づき、社内監査を実施しております。 

 監査役と会計監査人とは、毎期定期的に会合を行っております。期初には当期監査計画の協議と監査計画書によ

る確認、期末には期末決算に係る会計監査人による監査報告書の受領と質疑応答、及び監査役会の監査報告書の呈

示を行っております。このほか、会計監査人に期中の監査において質疑事項が発生した場合等には、随時意見交換

を行っております。  

 監査役と内部監査部とは期初に両者の当期監査方針と監査計画について打合せを行っております。内部監査部が

本部の各部門に対して監査面談する際には、監査役も同席し質疑応答に参加しております。各店舗の監査は内部監

査部が行い、監査役はその監査調書を閲覧し、必要に応じて意見を述べております。また、監査役と内部監査部

は、お互いの活動状況の把握や情報・意見の交換が容易に行える環境にあります。  

  

④ 社外取締役及び社外監査役 

当社の社外取締役は３名、社外監査役は３名であります。 

 取締役倉重英樹氏はグローバル企業での豊富な経験や幅広い知見を有しており、当社の健全かつ効率的な経営の

推進において有益な助言が得られるものと期待されるため選任しております。同氏と当社との間には人的関係、資

本的関係はなく独立性を保持しており、当社は同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、当該

取引所に届け出ております。また、同氏は現在株式会社シグマクシス代表取締役会長兼社長及び株式会社アイ・テ

ィ・フロンティア取締役を兼務しておりますが、同社と当社に取引関係その他の利害関係はありません。 

 取締役松井忠三氏は大手企業（小売業）の経営者として培ってきた経験や見識を有しており、当社の経営におい

て有益な助言が得られるものと期待されるため選任しております。同氏と当社との間には人的関係、資本的関係は

なく独立性を保持しており、当社は同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、当該取引所に届

け出ております。また、同氏は現在株式会社良品計画代表取締役会長兼執行役員及び株式会社MUJI HOUSE代表取締

役社長であり、同社らと当社及び当社子会社との間には競業関係はありますが、取引関係はなく、同氏と株主との

間で利益相反となるおそれはないと判断しております。 

 取締役阿久津聡氏はマーケティングの専門家として数多くの実績を有しており、事業展開戦略を中心に当社の経

営において有益な助言が得られるものと期待されるため選任しております。同氏と当社との間には人的関係、資本

的関係はなく独立性を保持しており、当社は同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、当該取

引所に届け出ております。また、同氏は現在ニフティ株式会社社外取締役、株式会社大塚家具社外取締役及び一橋

大学大学院国際企業戦略研究科教授を兼務しておりますが、同社と当社に取引関係その他の利害関係はありませ

ん。 

 監査役廣田滋氏は大企業における長年にわたる経理・財務及びコンプライアンス業務の経験を通して培った幅広

い知識と見識を当社の監査に反映していただくため選任しております。同氏と当社との間には人的関係、資本的関

係はなく独立性を保持しており、当社は同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、当該取引所

に届け出ております。また、同氏は現在髙木証券株式会社社外取締役を兼務しておりますが、同社と当社に取引関

係その他の利害関係はありません。  

 監査役横山哲郎氏は、公認会計士としての専門的見地並びに財務及び会計に係る幅広い知識と見識を当社の監査

に反映していただくため選任しております。同氏と当社との間には人的関係、資本的関係はなく独立性を保持して

おり、当社は同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、当該取引所に届け出ております。ま

た、同氏は現在公認会計士・税理士横山哲郎事務所を開設しておりますが、同事務所と当社に取引関係その他の利

害関係はありません。  

 監査役前川渡氏は、弁護士としての専門的見地並びに企業法務に係る豊富な知識と経験を当社の監査に反映して

いただくため選任しております。同氏と当社との間には人的関係、資本的関係はなく独立性を保持しており、当社

は同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、当該取引所に届け出ております。また、同氏は現

在前川法律事務所を開設しておりますが、同事務所と当社に取引関係その他の利害関係はありません。  
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当社は社外取締役又は社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準又は方針は特に定めておりま

せんが、一般株主と利益相反が生じるおそれがないことを基本としております。  

 当社の社外取締役は、原則として全ての取締役会に出席し、主に経営者としての見地からの発言や意見により、

取締役会の意思決定に貢献しております。  

 当社の社外監査役は、定例の取締役会にほぼ出席しており、報告事項や決議事項について適宜意見を述べるほ

か、重要な案件については、事前に監査役会にて協議の上、取締役会に臨んでおります。また経営会議においても

可能な限り出席し、業務運営の状況把握に努めております。  

 当社の社外取締役及び社外監査役は、内部監査、監査役監査及び会計監査について取締役会、監査役会及びコー

ポレートガバナンス委員会などを通じて必要に応じて意見を述べております。また、社外監査役は内部監査部と定

期的会合を行っており活動状況の把握や情報意見の交換を通じて相互連携をしております。 

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額と

しております。なお、当該責任限定が認められるのは、社外取締役及び社外監査役が、その職務執行につき善意か

つ重大な過失がないときに限られます。 

  

⑤ 役員の報酬等 

イ．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

  

ロ．提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等 

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。 

  

ハ．役員の報酬等の額の決定に関する方針 

取締役及び監査役の報酬等については、株主総会で承認された限度額の範囲内で算定しております。各取締役の

報酬等については、指名・報酬委員会において、担当する職務、責任、業績等の要素を基準として検討・審議の

上、取締役会にて決定しております。各監査役の報酬等については、監査役の協議により決定しております。  

 また、取締役報酬の連結業績との連動性をさらに高め、且つ株主の皆様との利益意識を共有し企業価値向上への

動機付けをより明確にすることを目的として、平成25年２月期より３ヵ年の中期経営計画（ＴＯＰ 15）の数値目標

の進捗に応じて、年額60百万円の範囲内での取締役に対する「現金報酬（業績連動賞与）」の支給、及び株式報酬

としての年額60百万円の範囲内でのストックオプションの発行につき、平成24年５月24日の株主総会で承認されて

おります。 

  

⑥ 株式の保有状況 

イ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式 

銘柄数                            ６銘柄 

貸借対照表計上額の合計額       4,806百万円 

  

 

役員区分 
報酬等の総額
(百万円) 

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

(名) 基本報酬 
ストック 
オプション 

賞与 

取締役(社外取締役を除く。) 213 180 ― 33 9 

監査役(社外監査役を除く。) 9 9 ― ― 1 

社外役員 45 45 ― ― 7 
 

― 44 ―



ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的 

 （前事業年度） 

  特定投資株式 

(注) 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ及びイオンモール株式会社は、貸借対照表計上額が資本金額の

100分の１以下でありますが、上位30銘柄について記載しております。 

  

 （当事業年度） 

  特定投資株式 

(注) 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ及びイオンモール株式会社は、貸借対照表計上額が資本金額の

100分の１以下でありますが、上位30銘柄について記載しております。 

  

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式 

該当事項はありません。  

  

⑦ 会計監査の状況 

当社は有限責任監査法人トーマツとの間に、会社法に基づく会計監査人監査及び金融商品取引法に基づく財務諸

表監査契約を締結しております。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、

特別の利害関係はなく、また、同監査法人は既に自主的に、業務執行社員について当社の会計監査に一定期間を超

えて関与することのないよう措置をとっております。当事業年度において業務を執行した公認会計士の氏名、監査

業務に係る補助者の構成については以下のとおりであります。  

業務を執行した公認会計士の氏名  

  指定有限責任社員 業務執行社員 ： 米澤英樹、鳥居宏光、斎藤毅文  

 監査業務に係る補助者の構成  

  公認会計士 11名、その他 22名  

  

⑧ 取締役会で決議できる株主総会決議事項 

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めある場合を除き、

株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締

役会の権限とすることにより、機動的な資本政策を行うことを目的とするものであります。 

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって、同法第423条第１項の行為に関する取締

役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除する

ことができる旨を定款に定めております。これは、職務の遂行にあたり期待された役割を十分に発揮できることを

目的とするものであります。 

  

 

銘柄 
株式数 
(株) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

保有目的 

株式会社良品計画 409,000 2,482 関係の維持・強化 

株式会社常陽銀行 1,521,000 704 関係の維持・強化 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ 

50,000 25 関係の維持・強化 

イオンモール株式会社 4,779 10 関係の維持・強化 
 

銘柄 
株式数 
(株) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

保有目的 

株式会社良品計画 409,000 3,770 関係の維持・強化 

株式会社常陽銀行 1,521,000 737 関係の維持・強化 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ 

50,000 29 関係の維持・強化 

イオンモール株式会社 5,734 16 関係の維持・強化 
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⑨ 取締役の定数 

当社の取締役は９名以内とする旨を定款に定めております。 

  

⑩ 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数の決議をもって行う旨、及び累積投票によらない旨を定款に定め

ております。 

  

⑪ 株主総会の特別決議要件 

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める特別決議について、議決

権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっ

て行う旨を定款に定めております。 

  

(2) 【監査報酬の内容等】 

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

  

② 【その他重要な報酬の内容】 

前連結会計年度(自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日) 

当社及び当社の在外連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているデロイト・トウ

シュ・トーマツグループに対して、監査証明業務等に基づく報酬14百万円を支払っております。 

  

当連結会計年度(自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日) 

当社及び当社の在外連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているデロイト・トウ

シュ・トーマツグループに対して、監査証明業務等に基づく報酬23百万円を支払っております。 

  

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

前連結会計年度(自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日) 

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、サプライチェーンに関するアドバイ

ザリー業務、組織再編に関するアドバイザリー業務及び財務デューデリジェンス業務であります。 

  

当連結会計年度(自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日) 

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、持株会社運営体制の構築及び物流機

能の統合に関するコンサルティング業務であります。 

  
④ 【監査報酬の決定方針】 

当社は、監査日数・業務の内容等を勘案し、監査役会の同意のもと監査報酬を決定しております。 

  

 

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円) 

非監査業務に 
基づく報酬(百万円) 

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円) 

非監査業務に 
基づく報酬(百万円) 

提出会社 33 17 52 3 

連結子会社 ― ― 15 ― 

計 33 17 68 3 
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第５ 【経理の状況】 

  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 連結財務諸表 

  当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に基

づいて作成しております。 

  

(2) 財務諸表 

  当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づいて

作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成25年３月１日から平成26年２月28

日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成25年３月１日から平成26年２月28日まで)の財務諸表について、有限責任監

査法人トーマツにより監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、セミナー等に参加しております。 
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１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成25年２月28日) 
当連結会計年度 

(平成26年２月28日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 11,849 8,540 

    受取手形及び売掛金 4,829 6,016 

    有価証券 6,499 － 

    たな卸資産 ※１  7,749 ※１  13,914 

    繰延税金資産 959 1,392 

    その他 1,336 1,695 

    貸倒引当金 △34 △33 

    流動資産合計 33,190 31,525 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物 2,911 3,438 

        減価償却累計額 △899 △1,217 

        建物及び構築物（純額） 2,011 2,221 

      店舗内装設備 13,540 21,774 

        減価償却累計額 △7,606 △13,082 

        店舗内装設備(純額) 5,933 8,692 

      土地 2,321 2,321 

      建設仮勘定 342 168 

      その他 1,009 1,594 

        減価償却累計額 △623 △902 

        その他（純額） 386 691 

      有形固定資産合計 10,994 14,095 

    無形固定資産     

      のれん 1,797 10,606 

      その他 812 1,182 

      無形固定資産合計 2,609 11,789 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 4,135 4,842 

      敷金及び保証金 ※２  11,306 ※２  14,732 

      繰延税金資産 1,013 1,840 

      その他 364 225 

      貸倒引当金 △204 △210 

      投資その他の資産合計 16,616 21,430 

    固定資産合計 30,220 47,315 

  資産合計 63,410 78,841 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成25年２月28日) 
当連結会計年度 

(平成26年２月28日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 ※２  13,909 ※２  14,626 

    短期借入金 508 4,734 

    1年内返済予定の長期借入金 235 － 

    未払金 5,581 8,056 

    未払法人税等 2,378 2,458 

    繰延税金負債 － 28 

    賞与引当金 1,212 1,594 

    役員賞与引当金 51 － 

    その他の引当金 163 290 

    その他 191 685 

    流動負債合計 24,231 32,474 

  固定負債     

    社債 31 － 

    長期借入金 261 － 

    繰延税金負債 － 925 

    役員退職慰労引当金 101 101 

    その他 187 554 

    固定負債合計 581 1,580 

  負債合計 24,812 34,054 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 2,660 2,660 

    資本剰余金 2,517 6,986 

    利益剰余金 40,826 33,482 

    自己株式 △8,188 △407 

    株主資本合計 37,816 42,722 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 792 1,720 

    繰延ヘッジ損益 7 28 

    為替換算調整勘定 △17 308 

    その他の包括利益累計額合計 781 2,058 

  新株予約権 － 5 

  純資産合計 38,598 44,786 

負債純資産合計 63,410 78,841 
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 

【連結損益計算書】 

  

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成25年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年３月１日 
 至 平成26年２月28日) 

売上高 121,670 153,273 

売上原価 50,516 68,404 

売上総利益 71,154 84,869 

販売費及び一般管理費     

  広告宣伝費 3,295 4,770 

  貸倒引当金繰入額 △73 △15 

  役員報酬 330 553 

  給料及び賞与 15,855 20,456 

  賞与引当金繰入額 1,201 1,521 

  役員賞与引当金繰入額 51 － 

  福利厚生費 2,702 3,525 

  地代家賃 21,846 26,341 

  リース料 1,032 656 

  減価償却費 4,695 5,968 

  のれん償却額 64 2,130 

  その他 10,434 13,198 

  販売費及び一般管理費合計 61,436 79,106 

営業利益 9,717 5,762 

営業外収益     

  受取利息 13 6 

  受取配当金 59 69 

  受取家賃 5 85 

  保険解約返戻金 － 73 

  電力販売収益 － 37 

  システム利用料収入 36 24 

  受取出向料 28 － 

  その他 123 201 

  営業外収益合計 266 499 

営業外費用     

  支払利息 6 91 

  コミットメントフィー 10 8 

  為替差損 － 16 

  自己株式取得費用 7 20 

  障がい者雇用納付金 － 51 

  その他 7 46 

  営業外費用合計 31 234 

経常利益 9,951 6,027 
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                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成25年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年３月１日 
 至 平成26年２月28日) 

特別利益     

  固定資産売却益 ※１  18 － 

  段階取得に係る差益 － 202 

  特別利益合計 18 202 

特別損失     

  減損損失 ※２  217 ※２  452 

  のれん償却額 － 6,196 

  その他 0 1 

  特別損失合計 217 6,650 

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△） 

9,752 △420 

法人税、住民税及び事業税 4,630 4,523 

法人税等調整額 △379 △212 

法人税等合計 4,251 4,311 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△） 

5,501 △4,731 

少数株主損失（△） △6 － 

当期純利益又は当期純損失（△） 5,508 △4,731 
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【連結包括利益計算書】 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成25年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年３月１日 
 至 平成26年２月28日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△） 

5,501 △4,731 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 692 928 

  繰延ヘッジ損益 4 21 

  為替換算調整勘定 218 326 

  その他の包括利益合計 ※１  915 ※１  1,276 

包括利益 6,416 △3,455 

（内訳）     

  親会社株主に係る包括利益 6,396 △3,455 

  少数株主に係る包括利益 20 － 
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③ 【連結株主資本等変動計算書】 

  前連結会計年度(自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日) 

  

  

(単位：百万円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,660 2,517 38,139 △2,241 41,076 

当期変動額  

剰余金の配当  △2,820 △2,820 

当期純利益  5,508 5,508 

自己株式の取得  △5,947 △5,947 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
 － 

当期変動額合計 － － 2,687 △5,947 △3,259 

当期末残高 2,660 2,517 40,826 △8,188 37,816 
 

(単位：百万円) 

  

その他の包括利益累計額 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 その他有価証券

評価差額金 
繰延ヘッジ損益

為替換算 

調整勘定 

その他の 

包括利益 

累計額合計 

当期首残高 99 2 △209 △106 － 221 41,191 

当期変動額   

剰余金の配当  －  △2,820 

当期純利益  －  5,508 

自己株式の取得  －  △5,947 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
692 4 191 888 － △221 666 

当期変動額合計 692 4 191 888 － △221 △2,593 

当期末残高 792 7 △17 781 － － 38,598 
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  当連結会計年度(自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日) 

  

  

 

(単位：百万円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,660 2,517 40,826 △8,188 37,816 

当期変動額  

剰余金の配当  △2,612 △2,612 

当期純損失（△）  △4,731 △4,731 

自己株式の取得  △4,014 △4,014 

自己株式の処分       0 0 

株式交換による増加   4,460   11,759 16,219 

新株の発行 

(新株予約権の行使) 
  8   36 45 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
 － 

当期変動額合計 － 4,468 △7,344 7,781 4,906 

当期末残高 2,660 6,986 33,482 △407 42,722 
 

(単位：百万円) 

  

その他の包括利益累計額 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 その他有価証券

評価差額金 
繰延ヘッジ損益

為替換算 

調整勘定 

その他の 

包括利益 

累計額合計 

当期首残高 792 7 △17 781 － － 38,598 

当期変動額   

剰余金の配当  －  △2,612 

当期純損失（△）  －  △4,731 

自己株式の取得  －  △4,014 

自己株式の処分       －     0 

株式交換による増加       －     16,219 

新株の発行 

(新株予約権の行使) 
      －     45 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
928 21 326 1,276 5 － 1,281 

当期変動額合計 928 21 326 1,276 5 － 6,187 

当期末残高 1,720 28 308 2,058 5 － 44,786 
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成25年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年３月１日 
 至 平成26年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  
税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△） 

9,752 △420 

  減価償却費 4,843 6,212 

  減損損失 217 452 

  のれん償却額 64 8,326 

  受取利息及び受取配当金 △72 △75 

  支払利息 6 91 

  段階取得に係る差損益（△は益） － △202 

  賞与引当金の増減額（△は減少） 72 △138 

  役員賞与引当金の増減額（△は減少） 51 － 

  役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △0 － 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） △73 △17 

  売上債権の増減額（△は増加） 212 2,648 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △167 △2,595 

  仕入債務の増減額（△は減少） △365 △4,658 

  未払金の増減額（△は減少） 969 212 

  未払消費税等の増減額（△は減少） △16 424 

  その他 86 △662 

  小計 15,579 9,597 

  利息及び配当金の受取額 72 75 

  利息の支払額 △6 △91 

  法人税等の支払額 △4,080 △4,974 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 11,565 4,606 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  有形固定資産の取得による支出 △5,337 △5,360 

  無形固定資産の取得による支出 △371 △636 

  投資有価証券の取得による支出 △878 △1 

  
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 

△1,817 － 

  少数株主への払戻による支出 △817 － 

  敷金及び保証金の差入による支出 △1,510 △1,950 

  敷金及び保証金の回収による収入 538 1,018 

  その他 10 98 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △10,184 △6,831 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の増減額（△は減少） 212 △2,091 

  長期借入れによる収入 150 257 

  長期借入金の返済による支出 △61 △886 

  配当金の支払額 △2,821 △2,612 

  自己株式の取得による支出 △5,947 △4,014 

  その他 37 △155 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △8,430 △9,503 

現金及び現金同等物に係る換算差額 80 161 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,969 △11,567 

現金及び現金同等物の期首残高 25,308 18,338 

株式交換に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 1,758 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  18,338 ※１  8,529 
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【注記事項】 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数     13社 

 主要な連結子会社の名称 

  「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載しているため省略しております。 

  
なお、すべての子会社を連結しているため、非連結子会社はありません。  

   

当連結会計年度における連結子会社の異動等の経緯は以下のとおりです。 

①平成25年４月４日付で会社分割を行うための準備会社として株式会社ポイント（新ポイント社）を新たに

設立いたしました。 

②平成25年４月15日付で株式会社トリニティーは、株式会社バビロンに商号変更いたしました。 

③平成25年６月４日付で株式交換により株式会社NATURAL NINE HOLDINGSの議決権の100％を取得し、同社及び

その子会社（株式会社NATURAL NINE、株式会社CROSS BORDER、NATURAL NINE HONGKONG CO.,LIMITED及び久

恩玖貿易（上海）有限公司）を連結子会社にいたしました。 

④平成25年８月１日付で株式会社バビロンを存続会社とし、同社の子会社である株式会社ユニベルシテを消滅

会社とする吸収合併を実施いたしました。 

⑤平成25年８月31日付で株式会社NATURAL NINEを存続会社とし、株式会社NATURAL NINE HOLDINGS及び株式会

社CROSS BORDERを消滅会社とする吸収合併を実施いたしました。 

⑥平成25年９月１日付で株式交換により株式会社トリニティアーツの議決権の100％を取得し、同社及びその

子会社（株式会社FRIENDS、TRINITY ARTS HONGKONG LIMITED、株式会社シーアンドティ及び株式会社LINE

PLUS）を連結子会社にいたしました。 

⑦平成25年12月19日付で株式会社アダストリア・ゼネラルサポートを新たに設立いたしました。 

⑧平成25年12月27日付で株式会社トリニティアーツを存続会社、同社の子会社である株式会社シーアンドティ

及び株式会社LINE PLUSを消滅会社とする吸収合併を実施いたしました。 

⑨平成26年２月28日付で株式会社ポジックを存続会社とし、株式会社NATURAL NINEを消滅会社とする吸収合併

を実施し、存続会社の株式会社ポジックは株式会社N9&PGに商号変更いたしました。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

持分法を適用している非連結子会社及び関連会社はありません。 

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、株式会社バビロンの決算日は１月31日であります。また、Adastria Asia Co.,Ltd.、方針

(上海)商貿有限公司、波茵特股份有限公司(台湾)、SHINGAPORE POINT PTE.LTD.及びその他海外子会社３社の決算

日は12月31日であります。連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。た

だし、当該連結子会社の決算日から連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結決算上必要な

調整を行っております。 
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４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

…連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

② デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務 

…時価法 

③ たな卸資産 

商品…主に個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

…主に定率法（ただし平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)については定額法） 

主な耐用年数 

・建物                      ３～50年 

・店舗内装設備                  ５年 

・その他（工具、器具及び備品）   ２～20年 

② 無形固定資産 

…定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(主に５年)に基づく定額法によっ

ております。 

③ 長期前払費用 

…均等償却 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

…債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

…当社及び国内連結子会社は、従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年

度の負担すべき額を計上しております。 

③ 役員賞与引当金 

…当社は、役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度の負担すべき額を計

上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

…当社は、平成15年５月に役員退職慰労金制度を廃止し、内規に基づく制度廃止時の要支給額を役員の退任

時に支払うこととなったため、当該支給予定額を計上しております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。 
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(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

…繰延ヘッジ処理によっております。また、振当処理の要件を満たしている為替予約については、振当処理

を行っております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

…為替予約 

ヘッジ対象 

…外貨建債務 

③ ヘッジ方針 

…実需に基づいた外貨建取引の為替相場変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行い、投機的な取引は

行わない方針であります。また、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

…ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件が同一であることから、ヘッジ開始時及びその後も継続し

て、相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺されると想定されるため、ヘッジ有効性評価を省

略しております。 

(6) のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、その投資効果の発現する期間を個別に見積り、20年以内の合理的な期間で均等償

却を行っております。 

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期間の到来する短期投資からなっております。 

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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(会計方針の変更) 

   会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更 

当社及び一部の国内関連子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成25年３月１日以後に取

得した有形固定資産(店舗内装設備を除く。)について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しており

ます。 

 これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純損失への影響は軽微であります。 

  

  
(表示方法の変更) 

連結損益計算書 

１． 前連結会計年度において、「販売費及び一般管理費」の「その他」に含めていた「のれん償却額」は、

重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映

させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「販売費及び一般管理費」の「その他」に表示

していた10,498百万円は、「のれん償却費」64百万円、「その他」10,434百万円として組み替えておりま

す。 

  

２． 前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取家賃」は、営業外収益の総

額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更

を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた129

百万円は、「受取家賃」５百万円、「その他」123百万円として組み替えております。 

  

  
(連結貸借対照表関係) 

※１．たな卸資産の内訳 

  

※２．担保提供資産及び担保付債務 

(1) 担保に供している資産 

  

(2) 上記に対応する債務 

  

  

 

  
前連結会計年度 

(平成25年２月28日) 
当連結会計年度 

(平成26年２月28日) 

商品 7,743百万円 13,731百万円 

原材料及び貯蔵品 5百万円 182百万円 

  計 7,749百万円 13,914百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成25年２月28日) 
当連結会計年度 

(平成26年２月28日) 

敷金及び保証金 100百万円 100百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成25年２月28日) 
当連結会計年度 

(平成26年２月28日) 

買掛金 100百万円 100百万円 
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(連結損益計算書関係) 

※１．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  

※２．減損損失 

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

前連結会計年度(自  平成24年３月１日  至  平成25年２月28日) 

(注) 店舗内装設備には、通常の賃貸借契約に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナン

ス・リースにより使用する固定資産を含んでおります。 

当社グループは、各店舗をキャッシュ・フローを生み出す最小単位として資産のグルーピングを行っており、店

舗の営業損益が継続してマイナス等である店舗について、減損の兆候を認識しております。  

 減損対象になった資産は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額(217百万円)を減損損失として、特

別損失に計上しております。  

 なお、回収可能価額は使用価値により測定された価額としております。使用価値は、将来キャッシュ・フローが

マイナスであるため、零として評価しております。 

  

当連結会計年度(自  平成25年３月１日  至  平成26年２月28日) 

(注) 店舗内装設備には、通常の賃貸借契約に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナン

ス・リースにより使用する固定資産を含んでおります。 

当社グループは、各店舗をキャッシュ・フローを生み出す最小単位として資産のグルーピングを行っており、店

舗の営業損益が継続してマイナス等である店舗について、減損の兆候を認識しております。  

 減損対象になった資産は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額(452百万円)を減損損失として、特

別損失に計上しております。  

 なお、回収可能価額は使用価値により測定された価額としております。使用価値は、将来キャッシュ・フローが

マイナスであるため、零として評価しております。 

  

 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年３月１日 
至  平成25年２月28日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年３月１日 
至  平成26年２月28日) 

無形固定資産「その他」 
（商標権） 

18百万円 －百万円 
 

用途及び場所 種類 金額 

店舗  

(日本国内)  

東京都４店舗,大阪府３店舗,他２県３店舗 

合計10店舗 

(中国) 

５店舗  

  

建物及び構築物 63百万円 

店舗内装設備(注) 

  

153百万円 

その他 1百万円 

  計 217百万円 
 

用途及び場所 種類 金額 

店舗  

(日本国内)  

東京都８店舗,福岡県５店舗,他８府県13店舗

合計26店舗 

(海外) 

14店舗  

  

建物及び構築物 12百万円 

店舗内装設備(注) 

  

433百万円 

その他 7百万円 

  計 452百万円 
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(連結包括利益計算書関係) 

 ※１．その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

  

  
(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
(注) 自己株式の普通株式の増加は、平成24年４月27日開催の取締役会決議及び平成24年９月28日開催の取締役会決

議に基づき市場から買受けたもの(それぞれ620千株、1,000千株)並びに平成24年11月21日開催の取締役会決議

に基づき自己株式立会外買付取引(ＴｏＳＴＮｅＴ－３)によるもの(400千株)であります。 

  

２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年３月１日 
至  平成25年２月28日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年３月１日 
至  平成26年２月28日) 

その他有価証券評価差額金       

  当期発生額 1,061百万円 1,326百万円 

  組替調整額 －百万円 －百万円 

    税効果調整前 1,061百万円 1,326百万円 

    税効果額 △369百万円 △398百万円 

    その他有価証券評価差額金 692百万円 928百万円 

繰延ヘッジ損益      
  当期発生額 6百万円 35百万円 

  組替調整額 －百万円 －百万円 

    税効果調整前 6百万円 35百万円 
    税効果額 △2百万円 △14百万円 

    繰延ヘッジ損益 4百万円 21百万円 

為替換算調整勘定      

  当期発生額 218百万円 326百万円 

    その他の包括利益合計 915百万円 1,276百万円 
 

  
当連結会計年度期首 

株式数(千株) 
当連結会計年度 
増加株式数(千株) 

当連結会計年度 
減少株式数(千株) 

当連結会計年度末 
株式数(千株) 

発行済株式         

 普通株式 24,400 ― ― 24,400 

 合計 24,400 ― ― 24,400 

自己株式         

 普通株式 637 2,020 ― 2,657 

 合計 637 2,020 ― 2,657 
 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成24年４月４日 
取締役会 

普通株式 1,663百万円 70円 平成24年２月29日 平成24年５月９日 

平成24年９月28日 
取締役会 

普通株式 1,157百万円 50円 平成24年８月31日 平成24年10月22日 
 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり 
配当額 

配当の原資 基準日 効力発生日 

平成25年４月４日 
取締役会 

普通株式 1,521百万円 70円 利益剰余金 平成25年２月28日 平成25年５月８日
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当連結会計年度(自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 自己株式の普通株式の主な増加は、平成25年５月28日開催の取締役会決議に基づき市場から買受けたもの

(1,000千株)であります。 

自己株式の普通株式の主な減少は、株式会社NATURAL NINE HOLDINGS(現 株式会社N9&PG)及び株式会社トリニテ

ィアーツとの株式交換に伴う割当交付(3,532千株)であります。 

  

 ２ 新株予約権等に関する事項 

  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  

 

  
当連結会計年度期首 

株式数(千株) 
当連結会計年度 
増加株式数(千株) 

当連結会計年度 
減少株式数(千株) 

当連結会計年度末 
株式数(千株) 

発行済株式         

 普通株式 24,400 ― ― 24,400 

 合計 24,400 ― ― 24,400 

自己株式         

 普通株式 2,657 1,003 3,543 117 

 合計 2,657 1,003 3,543 117 
 

会社名 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(百万円) 当連結会計

年度期首 
増加 減少 

当連結 
会計年度末 

提出会社 
ストック・オプシ
ョンとしての新株
予約権 

― ― ― ― ― 5 

合計 ― ― ― ― 5 
 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成25年４月４日 
取締役会 

普通株式 1,521百万円 70円 平成25年２月28日 平成25年５月８日 

平成25年９月30日 
取締役会 

普通株式 1,090百万円 50円 平成25年８月31日 平成25年10月21日 
 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額 

配当の原資 基準日 効力発生日 

平成26年４月４日 
取締役会 

普通株式 607百万円 25円 利益剰余金 平成26年２月28日 平成26年５月８日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  
※２．重要な非資金取引の内容 

(1)  当社を株式交換完全親会社、株式会社NATURAL NINE HOLDINGSを株式交換完全子会社とする株式交換によ

り、新たに連結した株式会社NATURAL NINE HOLDINGS及びその子会社の連結開始時の資産及び負債の内訳は次

のとおりであります。 

なお、流動資産には、連結開始時の現金及び現金同等物637百万円が含まれており、「株式交換に伴う現金及

び現金同等物の増加額」に計上しております。 

  

(2)  当社を株式交換完全親会社、株式会社トリニティアーツを株式交換完全子会社とする株式交換により、新

たに連結した株式会社トリニティアーツ及びその子会社の連結開始時の資産及び負債の内訳は次のとおりで

あります。 

なお、流動資産には、連結開始時の現金及び現金同等物1,120百万円が含まれており、「株式交換に伴う現金

及び現金同等物の増加額」に計上しております。 

  
(3)  株式交換による株式会社NATURAL NINE HOLDINGS及び株式会社トリニティアーツの連結子会社化に伴う取引

は次のとおりです。 

  

 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年３月１日 
至  平成25年２月28日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年３月１日 
至  平成26年２月28日) 

現金及び預金勘定 11,849百万円 8,540百万円 

取得日から3ヶ月以内に償還期限
の到来する短期投資（有価証券） 

6,499百万円 －百万円 

別段預金 △10百万円 △10百万円 

現金及び現金同等物 18,338百万円 8,529百万円 
 

流動資産 2,505百万円 

固定資産 869百万円 

資産合計 3,375百万円 

流動負債 3,192百万円 

固定負債 86百万円 

負債合計 3,278百万円 
 

流動資産 6,958百万円 

固定資産 5,935百万円 

資産合計 12,893百万円 

流動負債 11,488百万円 

固定負債 434百万円 

負債合計 11,922百万円 
 

自己株式減少額 11,759百万円

自己株式処分差益 4,460百万円

株式の取得価額 16,219百万円
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(リース取引関係) 

１．リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

  

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

  

 

  (単位：百万円) 

  

前連結会計年度 
(平成25年２月28日) 

取得価額相当額 
減価償却累計額 

相当額 
減損損失累計額 

相当額 
期末残高相当額 

建物 1,107 998 9 99 

有形固定資産「その他」 906 821 6 78 

合計 2,014 1,820 16 177 
 

  (単位：百万円) 

  

当連結会計年度 
(平成26年２月28日) 

取得価額相当額 
減価償却累計額 

相当額 
減損損失累計額 

相当額 
期末残高相当額 

建物 － － － － 

有形固定資産「その他」 37 36 － 0 

合計 37 36 － 0 
 

    (単位：百万円) 

  
前連結会計年度 

(平成25年２月28日) 
当連結会計年度 

(平成26年２月28日) 

１年内 205 1 

１年超 1 － 

合計 206 1 

リース資産減損勘定の残高 4 － 
 

    (単位：百万円) 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年３月１日 
至  平成25年２月28日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年３月１日 
至  平成26年２月28日) 

支払リース料 738 207 

リース資産減損勘定の 
取崩額 

8 6 

減価償却費相当額 652 180 

支払利息相当額 22 2 

減損損失 5 2 
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(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。 

  

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  

 

    (単位：百万円) 

  
前連結会計年度 

(平成25年２月28日) 
当連結会計年度 

(平成26年２月28日) 

１年内 3,297 3,780 

１年超 5,252 5,640 

合計 8,549 9,420 
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(金融商品関係) 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、余資は安全性の高い金融資産で運用しており、設備資金及び運転資金については、設備投

資計画に照らして、必要な資金（主に金融機関からの借入及び社債の発行）を調達しております。また、デリ

バティブ取引は、主として実需に基づいた外貨建取引の為替相場変動リスクを回避する目的で為替予約取引を

行い、原則として投機的な取引は行わない方針であります。 

(2) 金融商品の内容およびそのリスク 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

 有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券や取引先の株式であり、市場価格の変動リスクに晒

されております。 

 敷金及び保証金は、主に出店に伴う差入保証金等であり、差入先の信用リスクに晒されております。 

 営業債務である買掛金は、そのすべてが１年以内の支払期日であります。 

 短期借入金、社債及び長期借入金は、主に運転資金及び設備投資に必要な資金調達を目的としたものであ

り、償還日・返済期日は最長で決算日後５年であります。 

 デリバティブ取引は、主に外貨建取引の為替相場変動リスクを回避するために利用している為替予約取引で

あります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法等につ

いては、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 (5)重要なヘッジ

会計の方法」をご覧ください。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

当社グループは、売掛金に係る取引先の信用リスクは、店舗別・取引先別に期日管理・残高管理を行うとと

もに、信用情報の把握を定期的に行うことで、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

 敷金及び保証金は賃貸借契約締結時に差入先の信用状況を把握するとともに、入居後も定期的に信用状況を

把握することにより、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

 満期保有目的の債券は、短期国債及び格付けの高い債券のみを対象としており、有価証券運用管理規程に基

づいて管理しております。 

 デリバティブ取引については、取引相手先を高格付けを有する金融機関に限定しているため、信用リスクは

ほとんどないと認識しております。 

② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理 

当社グループは、商品の輸入に伴う外貨建取引については、為替の変動リスクに対して、為替予約を利用し

てリスクの回避に努めております。 

 投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、有価証券運用管理規程に基づいて

管理しております。 

 デリバティブ取引については、デリバティブ管理規程に基づき取引され、その残高照合等は経理部(課)が行

っております。また、取引の状況については、所管部署が経理部(課)へ月次報告し、取締役会へ年度報告して

おります。 

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)の管理 

当社グループは、財務部等担当部門が年次予算に基づく資金繰計画表を作成し、月次で実績・予算を更新す

るとともに、現金及び預金・短期保有の有価証券で手許流動性を継続して維持することにより、流動性リスク

を管理しております。 
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(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用すること

により、当該価額が変動することがあります。 

(5) 信用リスクの集中 

当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち、23.1％が特定の大口顧客に対するものでありま

す。 

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注２）を参照ください。） 

  
前連結会計年度(平成25年２月28日) 

（※１） 連結貸借対照表における敷金及び保証金の金額と金融商品の時価開示における「連結貸借対照表計上額」と

の差額は、当連結会計年度末における敷金及び保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金額（賃借

建物の原状回復費用見込額）の未償却残高と、敷金及び保証金に設定された貸倒引当金の合計額でありま

す。 

（※２） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。なお、外貨建金銭債務に振

り当てたデリバティブ取引については、ヘッジ対象と一体として取扱い、当該デリバティブ取引の時価をヘ

ッジ対象の時価に含めて記載しております。 

  

 

  
連結貸借対照表 

計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1) 現金及び預金 11,849 11,849 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 4,829 4,829 ― 

(3) 有価証券 6,499 6,499 △0 

(4) 投資有価証券 3,258 3,258 ― 

(5) 敷金及び保証金（※１） 9,625 8,946 △679 

資産計 36,940 36,260 △679 

(1) 支払手形及び買掛金 13,909 13,909 ― 

(2) 短期借入金 508 508 ― 

(3) １年内返済予定長期借入金 235 235 ― 

(4) 未払金 5,581 5,581 ― 

(5) 未払法人税等 2,378 2,378 ― 

(6) 社債 31 30 △0 

(7) 長期借入金 261 258 △3 

負債計 22,905 22,901 △4 

デリバティブ取引（※２） 

ヘッジ会計が適用されている
もの 

11 11 ― 

デリバティブ取引計 11 11 ― 
 

― 67 ―



当連結会計年度(平成26年２月28日) 

（※１） 連結貸借対照表における敷金及び保証金の金額と金融商品の時価開示における「連結貸借対照表計上額」と

の差額は、当連結会計年度末における敷金及び保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金額（賃借

建物の原状回復費用見込額）の未償却残高と、敷金及び保証金に設定された貸倒引当金の合計額でありま

す。 

（※２） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。なお、外貨建金銭債務に振

り当てたデリバティブ取引については、ヘッジ対象と一体として取扱い、当該デリバティブ取引の時価をヘ

ッジ対象の時価に含めて記載しております。 

  

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金  

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。 

(3) 有価証券、(4) 投資有価証券  

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券及び投資信託は取引所の価格または取引

金融機関から提示された価格によっております。  

(5) 敷金及び保証金  

これらの時価については、一定の期間ごとに分類し、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを国債

の利回りで割り引いた現在価値により算定しております。 

 

  
連結貸借対照表 

計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1) 現金及び預金 8,540 8,540 － 

(2) 受取手形及び売掛金 6,016 6,016 － 

(3) 有価証券 － － － 

(4) 投資有価証券 4,590 4,590 － 

(5) 敷金及び保証金（※１） 12,363 11,699 △664 

資産計 31,509 30,845 △664 

(1) 支払手形及び買掛金 14,626 14,626 － 

(2) 短期借入金 4,734 4,734 － 

(3) １年内返済予定長期借入金 － － － 

(4) 未払金 8,056 8,056 － 

(5) 未払法人税等 2,458 2,458 － 

(6) 社債 － － － 

(7) 長期借入金 － － － 

負債計 29,876 29,876 － 

デリバティブ取引（※２） 

ヘッジ会計が適用されている
もの 

47 47 － 

デリバティブ取引計 47 47 － 
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負債 

(1) 支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、(3)１年内返済予定長期借入金、(4)未払金、(5) 未払法人税等  

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。 

  
(6) 社債 

元金利の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定して

おります。 

  
(7) 長期借入金 

元金利の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定してお

ります。 

デリバティブ取引 

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。 

  

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4）投資有価証券」

には含めておりません。 

  

(注３) 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度(平成25年２月28日) 

  

当連結会計年度(平成26年２月28日) 

  

 

    (単位：百万円) 

区分 
前連結会計年度 

（平成25年２月28日） 
当連結会計年度 

（平成26年２月28日） 

非上場株式 876 252 
 

  
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

現金及び預金 11,849 ― ― ― 

受取手形及び売掛金 4,829 ― ― ― 

有価証券         

 満期保有目的の債券（国債等） 6,499 ― ― ― 

敷金及び保証金  125 889 3,501 5,073 

計 23,304 889 3,501 5,073 
 

  
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

現金及び預金 8,540 － － － 

受取手形及び売掛金 6,016 － － － 

有価証券         

 満期保有目的の債券（国債等） － － － － 

敷金及び保証金  51 1,178 3,646 7,486 

計 14,607 1,178 3,646 7,486 
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(注４) 社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額 

前連結会計年度(平成25年２月28日) 

  

当連結会計年度(平成26年２月28日) 

  
  

  

(有価証券関係) 

１．満期保有目的の債券 

前連結会計年度（平成25年２月28日） 

  

当連結会計年度（平成26年２月28日） 

  該当事項はありません。 

  

 

  
１年以内 
（百万円） 

１年超 
２年以内
（百万円） 

２年超 
３年以内
（百万円） 

３年超 
４年以内 
（百万円） 

４年超 
５年以内 
（百万円） 

短期借入金 508 ― ― ― ― 

社債 60 12 4 10 5 

長期借入金 235 140 62 31 27 

リース債務 107 69 23 1 0 

計 912 222 89 42 33 
 

  
１年以内 
（百万円） 

１年超 
２年以内
（百万円） 

２年超 
３年以内
（百万円） 

３年超 
４年以内 
（百万円） 

４年超 
５年以内 
（百万円） 

短期借入金 4,734 ― ― ― ― 

リース債務 392 310 88 6 0 

計 5,126 310 88 6 0 
 

  種類 
連結貸借対照表  

計上額  
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

時価が連結貸借対照
表計上額を超えるも
の 

(1) 国債・地方債等 1,499 1,499 0 

(2) 社債 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 1,499 1,499 0 

時価が連結貸借対照
表計上額を超えない
もの 

(1) 国債・地方債等 2,499 2,499 △0 

(2) 社債 ― ― ― 

(3) その他 2,499 2,499 ― 

小計 4,999 4,999 △0 

合計   6,499 6,499 △0 
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２．その他有価証券 

前連結会計年度（平成25年２月28日） 

（注)１．減損の判定においては、取得価額との比較で時価が30％以上下落した場合を「著しい下落」と判断し、

個々の銘柄の時価が50％以上下落したもの、または個々の銘柄の時価が前連結会計年度末及び当連結会計

年度末において30％以上50％未満下落したものについて回復可能性がないものとして減損処理の対象とし

ます。 

２．非上場株式（連結貸借対照表価額876百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

当連結会計年度（平成26年２月28日） 

（注)１．減損の判定においては、取得価額との比較で時価が30％以上下落した場合を「著しい下落」と判断し、

個々の銘柄の時価が50％以上下落したもの、または個々の銘柄の時価が前連結会計年度末及び当連結会計

年度末において30％以上50％未満下落したものについて回復可能性がないものとして減損処理の対象とし

ます。 

２．非上場株式（連結貸借対照表価額252百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

 

  種類 
連結貸借対照表  

計上額  
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの 

(1) 株式 3,198 1,969 1,228 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 17 16 1 

小計 3,216 1,986 1,229 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの 

(1) 株式 25 31 △6 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 16 28 △11 

小計 42 60 △18 

合計   3,258 2,046 1,211 
 

  種類 
連結貸借対照表  

計上額  
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの 

(1) 株式 4,525 1,971 2,554 

(2) 債券 － － － 

(3) その他 35 25 10 

小計 4,560 1,996 2,564 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの 

(1) 株式 29 31 △2 

(2) 債券 － － － 

(3) その他 － － － 

小計 29 31 △2 

合計   4,590 2,028 2,561 
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(デリバティブ取引関係) 

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

通貨関連 

前連結会計年度（自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日） 

(単位：百万円) 

(注)  時価の算定方法  取引金融機関から提示された価格に基づいて算定しております。 

  

当連結会計年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日） 

(単位：百万円) 

(注)  時価の算定方法  取引金融機関から提示された価格に基づいて算定しております。 

  

  
(退職給付関係) 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び一部の国内連結子会社は、前払退職金制度及び確定拠出型年金制度を採用しております。 

  

２．退職給付費用に関する事項 

  

  

 

ヘッジ会計 
の方法 

デリバティブ 
取引の種類等 

主なヘッジ対象 契約額 
契約額のうち 

１年超 
時価 

為替予約等の
振当処理 

為替予約取引 
買掛金 

      

  買建       
    米ドル 999 ― 11 

合計 999 ― 11 
 

ヘッジ会計 
の方法 

デリバティブ 
取引の種類等 

主なヘッジ対象 契約額 
契約額のうち 

１年超 
時価 

為替予約等の
振当処理 

為替予約取引 
買掛金 

      

  買建       
    米ドル 6,060 － 47 

合計 6,060 － 47 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年３月１日 
至  平成25年２月28日)

当連結会計年度 
(自  平成25年３月１日 
至  平成26年２月28日)

退職給付費用(百万円) 156 168 
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（ストック・オプション等関係） 

  

１．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名 

  

  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

  

（注）株式数に換算して記載しております。 

  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。 

①  ストック・オプションの数 

  

  

 

  前連結会計年度 当連結会計年度 

販売費及び一般管理費の 
賞与引当金繰入額 

30百万円 ―百万円 

販売費及び一般管理費の 
役員賞与引当金繰入額 

25百万円 ―百万円 
 

会社名 提出会社 

決議年月日 平成25年５月15日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役（社外取締役を除く）７名 
当社執行役員（取締役兼務者を除く）28名 

株式の種類及び付与数 普通株式  11,970株 

付与日 平成25年５月31日 

権利確定条件 なし 

対象勤務期間 付与日と権利確定日が同一であります 

権利行使期間 平成25年７月１日～平成28年６月30日 
 

会社名 提出会社 

決議年月日 平成25年５月15日 

権利確定前(株)   

  前連結会計年度末 ― 

  付与 11,970 

  失効 ― 

  権利確定 11,970 

  未確定残 ― 

権利確定後(株)   

  前連結会計年度末 ― 

  権利確定 11,970 

  権利行使 10,740 

  失効 ― 

  未行使残 1,230 
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②  単価情報 

  

  

  
３．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

(1) 使用した評価技法  ブラック・ショールズ式 

(2) 主な基礎数値及びその見積方法 

（注）１．当社株式の市場のヒストリカル・ボラティリティを採用しております。 

 ２．権利行使期間の中間点において行使されたものとしております。 

 ３．平成25年２月期の配当実績によっております。 

 ４．予想残存期間に対応する償還期限の国債利回りについては線形補間法を用いて算定しております。 

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており

ます。 

 

会社名 提出会社 

決議年月日 平成25年５月15日 

権利行使価格(円) 1 

行使時平均株価(円) ― 

付与日における公正な評価単価(円) 4,229 
 

株価変動性     (注)１ 40.8％ 

予想残存期間    (注)２ 1.5年 

予想配当      (注)３ 2.72％ 

無リスク利子率   (注)４ 0.12％ 
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(税効果会計関係) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

  

 

  
前連結会計年度 

(平成25年２月28日) 
当連結会計年度 

(平成26年２月28日) 

(1) 流動資産       
  繰延税金資産       

   賞与引当金 468百万円 625百万円

   未払事業税 186  222  

   その他 307  608  

    繰延税金資産小計 963  1,456  
   評価性引当額 －  △58  

    繰延税金資産合計 963  1,398  

  繰延税金負債       
   繰延ヘッジ △4  △18  

   その他 －  △14  

    繰延税金負債合計 △4  △33  

    繰延税金資産の純額 959  1,364  
        

(2) 固定資産       

  繰延税金資産       

   役員退職慰労引当金 36百万円 36百万円

   貸倒引当金 72  73  

   一括償却資産 23  31  

   投資有価証券評価損 165  103  

   減価償却費 1,221  1,909  

   繰越欠損金 －  574  

   その他 38  72  

    繰延税金資産小計 1,557  2,800  
   評価性引当額 －  △826  

    繰延税金資産合計 1,557  1,974  
  繰延税金負債       

   固定資産圧縮積立金 △5  △5  

   その他有価証券評価差額金 △435  △840  

   留保利益 △102  △127  

   その他 －  △85  

    繰延税金負債合計 △543  △1,058  
    繰延税金資産の純額 1,013  915  

 

  
前連結会計年度 

(平成25年２月28日) 
当連結会計年度 

(平成26年２月28日) 

法定実効税率 40.7％ 39.4％ 

（調整）       
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6％ △33.1％ 

住民税均等割等 1.3％ △28.6％ 

役員賞与 0.3％ △7.4％ 

のれん償却費 0.3％ △777.7％ 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.3％ －  
評価性引当額 －  △212.7％ 

その他 0.1％ △5.6％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.6％ △1,025.6％ 
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３．連結決算日後の法人税等の税率変更 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４

月１日以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課せられないことになりました。これに伴い、繰延

税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成27年３月１日に開始する連結会計年度に解

消が見込まれる一時差異については、従来の38.0％から35.6％になります。 

なお、変更後の法定実効税率を当連結会計年度末に適用した場合の影響は軽微であります。  

  

  

(企業結合等関係) 

取得による企業結合 

１．株式会社NATURAL NINE HOLDINGSの株式取得 

(1) 企業結合の概要 

① 被取得企業の名称及び事業の内容 

  被取得企業の名称    株式会社NATURAL NINE HOLDINGS   

  事業の内容          アパレル製品・雑貨の企画・製造・販売及び輸出入 

② 企業結合を行った主な理由 

  優れたテキスタイルデザインや商品デザイン機能を持ち、アジア各国に拠点を持つ株式会社 

  NATURAL NINE HOLDINGSと統合することにより、独自の商品企画機能を持つ企業グループを 

  構築することが、企業価値を大きく高める視点から重要との判断に至っております。 

③ 企業結合日 

  平成25年６月４日 

④ 企業結合の法的形式 

  当社を株式交換完全親会社、株式会社NATURAL NINE HOLDINGSを株式交換完全子会社とする株 

  式交換 

⑤ 結合後企業の名称 

   企業結合日において、名称の変更はありません。 

⑥ 取得した議決権比率 

  企業結合直前に所有していた議決権比率 14.8％ 

  企業結合日に追加取得した議決権比率   85.2％ 

  取得後の議決権比率                  100.0％ 

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠 

  当社が株式会社NATURAL NINE HOLDINGSの議決権の100％を取得したことによります。 

  これにより、株式会社NATURAL NINE HOLDINGSは当社の連結子会社となりました。 

  

 (2) 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成25年６月１日から平成26年２月28日まで 

  

(3) 被取得企業の取得原価及びその内訳 

  

 

取得の対価 企業結合直前に保有していた株式会社NATURAL NINE HOLDINGSの株式の企業

結合日における時価 

827百万円

  企業結合日に交付した株式会社ポイントの普通株式の時価  4,761  〃 

取得に直接要した費用 株式交換比率算定費用等  3  〃 

取得原価   5,592百万円
 

― 76 ―



(4) 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数 

①  株式の種類別の交換比率 

  株式会社NATURAL NINE HOLDINGSの普通株式１株に対して、当社の普通株式13.8株を割当て交付 

 しております。 

②  株式交換比率の算定方法 

  本株式交換における株式交換比率算定の公正性・妥当性を期すため、当社はグラントソントン 

 太陽ASG株式会社を第三者算定機関として選定し、本株式交換に用いられる株式交換比率の算定 

 を依頼し、株式交換比率算定書を受領いたしました。その概要は以下のとおりです。  

  中期計画に基づく将来価値の現在価値への修正という、EBITDAを元に類似会社比較法により 

 株式会社NATURAL NINE HOLDINGSの企業価値を算定し、当社については市場株価方式を採用した 

 結果、10.852～15.911という交換比率の算定結果を出しました。 

  当社は、第三者算定機関から提出を受けた算定結果を参考に、株式会社NATURAL NINE HOLDINGS 

 との間で両社の財務の状況、資産の状況、将来の見通し、その他の諸要因等を総合的に勘案し、 

 株式交換比率について慎重に検討し、両社間で交渉・協議を重ねました。その結果、上記の株式 

 交換比率が妥当であり、それぞれの株主の皆さまの利益を損ねるものではないとの判断に至り、 

 当該株式交換比率により本株式交換を行うことにつき、合意いたしました。なお、当社の市場株 

 価の算定に際しては、東京証券取引所市場第一部における当社株式の平成25年３月１日から同年 

 ３月29日までの１か月間の終値平均株価を用いております。 

③  交付した株式数 

  1,058,184株 

  

(5) 被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額 

   202百万円 

  

(6) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

① 発生したのれんの金額 

  6,117百万円 

② 発生原因 

  取得原価が、取得した資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その超過額 

  をのれんとして計上しております。 

③ 償却方法及び償却期間 

  ７年間にわたる均等償却 

  

(7) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

  

(8) 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影

響の概算額および算定方法 

  売上高          1,891百万円 

  営業損失          487百万円 

  経常損失          508百万円 

  税金等調整前当期純損失  531百万円 

  当期純損失        531百万円 

  

（概算額の算定方法） 

企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高および損益情報と、当社の連結損益計

算書における売上高および損益情報との差額を、影響の概算額としております。 

  なお、当該概算額は監査証明を受けておりません。 

  

 

流動資産 2,505百万円 

固定資産 869百万円 

資産合計 3,375百万円 

流動負債 3,192百万円 

固定負債 86百万円 

負債合計 3,278百万円 
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２．株式会社トリニティアーツの株式取得 

(1) 企業結合の概要 

① 被取得企業の名称及び事業の内容 

  被取得企業の名称   株式会社トリニティアーツ 

  事業の内容          生活雑貨・衣料品・服飾雑貨等の小売業 

② 企業結合を行った主な理由 

  生活雑貨・衣料品・服飾雑貨等を扱うライフスタイル提案型ブランドを有する株式会社トリニ 

  ティアーツと統合することにより、幅広い顧客層を持つ企業グループを構築することが、企業 

  価値を大きく高める視点から重要との判断に至っております。 

③ 企業結合日 

  平成25年９月１日 

④ 企業結合の法的形式 

  当社を株式交換完全親会社、株式会社トリニティアーツを株式交換完全子会社とする株式交換 

⑤ 結合後企業の名称 

   名称に変更はありません。 

⑥ 取得した議決権比率 

  100％ 

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠 

  当社が株式会社トリニティアーツの議決権の100％を取得したことによります。 

  これにより、株式会社トリニティアーツは当社の連結子会社となりました。 

  

(2) 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成25年９月１日から平成26年２月28日まで 

  

(3) 被取得企業の取得原価及びその内訳 

  

(4) 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数 

①  株式の種類別の交換比率 

  株式会社トリニティアーツの普通株式１株に対して、当社の普通株式133.4株を割当て交付いた 

 しました。 

②  株式交換比率の算定方法 

 （当社による算定） 

  本株式交換における株式交換比率算定の公正性・妥当性を期すため、当社は株式会社みずほ証 

 券リサーチアンドコンサルティングを第三者算定機関として選定し、本株式交換に用いられる株 

 式交換比率の算定を依頼し、株式交換比率算定書を受領いたしました。その概要は以下のとおり 

 です。 

  

  株式会社トリニティアーツの企業価値について、その中期計画の実現性にも当社で検討を加え 

 たうえで将来価値を基にＤＣＦ方式及び類似会社比準方式を用いて算定し、当社の企業価値につ 

 いては市場株価方式を採用しました。各手法の株式交換比率の算定結果は、以下のとおりです。 

  

 

取得の対価 企業結合日に交付した株式会社ポイントの普通株式の時価 11,457百万円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等    5  〃 

取得原価  11,462百万円
 

採用方法 株式交換比率の算定結果 

ＤＣＦ方式 99.8075～213.7843 

類似会社比準方式 70.2357～234.6309 
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（株式会社トリニティアーツによる算定） 

  株式会社トリニティアーツにおいても、第三者に企業価値の算定を依頼しました。類似会社比 

 較法（EBITDA倍率）により株式会社トリニティアーツの企業価値を算定し、当社の企業価 

 値については市場株価方式を採用し、株式交換比率を算定した結果が以下のとおりです。 

当社及び株式会社トリニティアーツは、それぞれの第三者算定機関から提出を受けた算定結果を参考に、両社

の財務の状況、資産の状況、将来の見通し、その他の諸要因等を総合的に勘案し、株式交換比率について慎重に

検討し、両社間で交渉・協議を重ねました。その結果、上記比率が妥当であり、それぞれの株主の皆さまの利益

を損ねるものではないとの判断に至り、当該株式交換比率により本株式交換を行うことにつき、合意いたしまし

た。なお、当社の市場株価の算定に際しては、東京証券取引所市場第一部における当社株式の平成25年３月１日

から同年３月29日までの１か月間の終値平均株価を用いております。 

  

③  交付した株式数 

  2,474,703株 

  

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

① 発生したのれんの金額 

  11,016百万円 

② 発生原因 

  取得原価が、取得した資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その超過額 

  をのれんとして計上しております。 

③ 償却方法及び償却期間 

  ５年間にわたる均等償却 

  

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

  

(7) 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影

響の概算額および算定方法 

  売上高         18,161百万円 

  営業利益          893百万円 

  経常利益         898百万円 

  税金等調整前当期純利益  898百万円 

  当期純利益        507百万円 

  

（概算額の算定方法） 

企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高および損益情報と、当社の連結損益計

算書における売上高および損益情報との差額を、影響の概算額としております。 

  なお、当該概算額は監査証明を受けておりません。 

  

 

採用方法 株式交換比率の算定結果 

類似会社比較法 
（EBITDA倍率） 

109.5～184.6 
 

流動資産 6,958百万円 

固定資産 5,935百万円 

資産合計 12,893百万円 

流動負債 11,488百万円 

固定負債 434百万円 

負債合計 11,922百万円 
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共通支配下の取引等 

平成25年９月１日付で、当社を分割会社とし、当社の100％子会社である株式会社ポイント（以下「新ポイント

社」）を承継会社とする会社分割（吸収分割）を実施するとともに、経営管理事業を除く一切の事業に関する権利

義務を新ポイント社に承継させ、当社グループは持株会社体制に移行いたしました。 

(1) 取引の概要 

① 結合当事企業の名称及び対象となった事業の内容 

  結合当事企業の名称 

  分割会社   

   名称：株式会社ポイント（当社） 

      (平成25年９月１日付で「株式会社アダストリアホールディングス」へ商号変更 

       しております。) 

  承継会社 

   名称：株式会社ポイント（新ポイント社） 

  対象事業の内容   

   当社グループの経営管理事業を除く一切の事業 

② 企業結合日 

   平成25年９月１日 

③ 企業結合の法的形式 

   当社を分割会社とし、承継会社の交付する株式を対価として、承継会社に本件事業に 

  関する権利義務を承継させる吸収分割 

④ 結合後企業の名称 

   当社は、平成25年９月１日付で「株式会社アダストリアホールディングス」へ商号変更し、 

  一方「株式会社ポイント」の商号は、新ポイント社の商号としております。 

⑤ その他取引の概要に関する事項 

 近年当社を取り巻く経営環境は、少子高齢化やライフスタイルの多様化、外資系企業の日本進出などにより

大きく変化しており、お客様のニーズはますます多様化・高度化しております。また、グローバル化の一層の

進展とともに、日本市場のみならず、海外市場における展開や事業拡大を支えるサプライチェーンの強化が、

経営上の重要な課題となっております。 

 このような経営環境の中、本吸収分割を実施し持株会社体制に移行することにより、各社の成長力を支える

事業基盤及び企業文化を尊重・維持しつつ、サプライチェーンや情報システム、管理面等のシナジー効果を最

大限に発揮することが可能となる他、M&Aを含めたブランドポートフォリオの強化や海外展開の拡大が可能とな

ります。 

  

(2) 実施した会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の

取引等として処理しております。 

  

  

(資産除去債務関係) 

当社グループは、不動産賃貸借契約等に関する敷金及び保証金について、回収が最終的に見込めないと認めら

れる金額を合理的に見積り、そのうち当連結会計年度の負担に属する金額を費用計上する方法によっており、資

産除去債務の負債計上は行っておりません。  

 なお、当連結会計年度の負担に属する金額は、見込まれる入居期間に基づいて算定しております。  
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日) 

当社グループは、衣料品並びに関連商品の企画・販売の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。 

  

当連結会計年度(自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日) 

当社グループは、衣料品並びに関連商品の企画・販売の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。 

  

【関連情報】 

前連結会計年度(自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日) 

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。 

  

当連結会計年度(自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日) 

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 
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(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。 

  

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度(自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日) 

当社グループは、衣料品並びに関連商品の企画・販売の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。 

  

当連結会計年度(自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日) 

当社グループは、衣料品並びに関連商品の企画・販売の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。 

  

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前連結会計年度(自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日) 

当社グループは、衣料品並びに関連商品の企画・販売の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。 

  

当連結会計年度(自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日) 

当社グループは、衣料品並びに関連商品の企画・販売の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。 

  
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前連結会計年度(自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日) 

該当事項はありません。 
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【関連当事者情報】 

  関連当事者との取引 

   連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等 

前連結会計年度(自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日) 

（注)１．当社代表取締役会長兼社長である福田三千男及びその近親者が議決権の100％を直接所有している株式会社

フクゾウが議決権の97％を直接所有しております。 

２．上記金額には消費税等が含まれておりません。 

３．ハーディーガーディー事業譲渡については、譲渡資産の帳簿価額などを勘案し交渉の上、契約に従い受取っ

ております。 

４．システム利用料については、当社の１店舗当たりのシステム費用を勘案し交渉の上、契約に従い受取ってお

ります。 

５．出向料については、担当業務を勘案し交渉の上、決定しております。 

  

当連結会計年度(自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日) 

（注)１．平成25年８月31日まで当社代表取締役会長である福田三千男の近親者が議決権の100％を直接所有している

株式会社フクゾウが議決権の97％を直接所有しておりました。 

２．上記金額には消費税等が含まれておりません。 

３．システム利用料については、当社の１店舗当たりのシステム費用を勘案し交渉の上、契約に従い受取ってお

りました。なお、平成25年９月１日付の株式交換に伴い、同社は当社の連結子会社となっておりますので、

取引金額については、同日以前のものを記載しております。 

４．当社代表取締役会長である福田三千男及びその近親者が議決権の100％を直接所有しております。 

 

種類 
会社等の名称 
又は氏名 

所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している 
会社 

株式会社 
トリニティ 
アーツ 
（注)１ 

東京都 
千代田区 30 小売業 ― 

店舗開発等
の業務提携 
システムの
一部利用 
出向料の受
取等 

ハーディー
ガーディー
事 業 譲 渡
（注)３ 

30 ― ― 

システム利
用料の受取
（注)４ 

36 ― ― 

出向料の受
取（注)５ 28 ― ― 

 

種類 
会社等の名称 
又は氏名 

所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している 
会社 

株式会社 
トリニティ 
アーツ 
（注)１ 

東京都 
千代田区 30 小売業 ― 

システムの
一部利用 

システム利
用料の受取
（注)３ 

24 ― ― 

株式会社 
フクゾウ 
(注)４ 

東京都 
杉並区 10 ― ― ― 

株式の交換 
(注)５ 11,118 ― ― 

株式会社 
テツカンパニー 

(注)４ 

茨城県 
水戸市 10 ― ― ― 

自己株式の
取得 
（注)６ 

4,000 ― ― 
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５．株式会社トリニティアーツとの経営統合を目的とした株式交換であり、第三者算定機関の算定結果を参考に

検討した結果、合意に至った株式交換比率（株式会社トリニティアーツの普通株式１株に対して、当社の普

通株式133.4株）により、当社の普通株式を割当交付しております。 

６．既存株主の皆様の利益を尊重する観点から、資産の社外流出を可能な限り抑えるべく、市場価格より一定の

ディスカウントを行った価格で取得しております。 

  

  
(１株当たり情報) 

  

（注)１．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、

記載しておりません。 

２．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純損失金額については、潜在株式は存在するものの、１株

当たり当期純損失金額であり、記載しておりません。 

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

４．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 

前連結会計年度 

(自 平成24年３月１日 

至 平成25年２月28日) 

当連結会計年度 

(自 平成25年３月１日 

至 平成26年２月28日) 

  

１株当たり純資産額 1,775円28銭 
 

  

１株当たり純資産額 1,844円17銭 
 

  

１株当たり当期純利益金額 241円45銭 
 

  

１株当たり当期純損失金額（△） △206円42銭 
 

 

項目 
前連結会計年度末 

（平成25年２月28日) 

当連結会計年度末 

（平成26年２月28日) 

純資産の部の合計額（百万円） 38,598 44,786 

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） ― 5 

 （うち新株予約権） （―） （5）

普通株式に係る連結会計年度末の純資産額（百万円） 38,598 44,780 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
連結会計年度末の普通株式の数（千株） 

21,742 24,282 
 

項目 

前連結会計年度 

(自 平成24年３月１日 

至 平成25年２月28日) 

当連結会計年度 

(自 平成25年３月１日 

至 平成26年２月28日) 

１株当たり当期純利益金額 
又は１株当たり当期純損失金額 

    

 当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） 5,508 △4,731 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） ― － 

 普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△） 
（百万円） 

5,508 △4,731 

 普通株式の期中平均株式数（千株） 22,812 22,922 
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⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) 「当期首残高」欄の（内書）は、１年内償還予定の金額であります。 

  
【借入金等明細表】 

  

(注) １．「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。 

３．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の

総額 

  

  
【資産除去債務明細表】 

該当事項はありません。 

  

  

会社名 銘柄 発行年月日 当期首残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

利率 
(％) 

担保 償還期限 

株式会社 
三井住友銀行 

第２回無担保社債 平成19年 
10月26日 

15 
(7) 

― 
  

― ― ― 

株式会社 
三菱東京UFJ銀行 

第１回無担保社債 平成22年 
６月30日 

16 
(16) 

― 
  

― ― ― 

株式会社 
みずほ銀行 

第３回無担保社債 平成21年 
７月20日 

15 
(10) 

― 
  

― ― ― 

株式会社 
みずほ銀行 

第４回無担保社債 平成24年 
７月10日 

45 
(26) 

― 
  

― ― ― 

合計 ― ― 91 
(60) 

― 
  

― ― ― 

 

区分 
当期首残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 508 4,734 0.53 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 235 － － ― 

１年以内に返済予定のリース債務 107 392 － ― 

長期借入金（１年以内に返済予定
のものを除く。） 

261 － － ― 

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く。） 

94 406 － 
平成27年３月～ 
平成30年５月 

その他有利子負債 － － － ― 

計 1,208 5,533 ― ― 
 

区分 １年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内 
(百万円) 

３年超４年以内 
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

リース債務 310 88 6 0 
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(2) 【その他】 

当連結会計年度における四半期情報等 

  

  

  

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度 

売上高（百万円） 30,806 63,749 105,151 153,273 

税金等調整前 
四半期純利益金額 
又は当期純損失金額（△） 
（百万円） 

3,141 4,069 5,583 △420 

四半期純利益金額 
又は当期純損失金額（△） 
（百万円） 

1,827 2,090 2,296 △4,731 

１株当たり 
四半期純利益金額 
又は当期純損失金額（△） 
（円） 

84.07 96.04 102.21 △206.42 

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

１株当たり 
四半期純利益金額 
又は四半期純損失金額（△） 
（円） 

84.07 12.06 8.62 △289.43 
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２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成25年２月28日) 
当事業年度 

(平成26年２月28日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 10,437 757 

    売掛金 4,066 － 

    営業未収入金 － 211 

    有価証券 6,499 － 

    商品 6,786 － 

    関係会社短期貸付金 144 25,439 

    前払費用 291 12 

    繰延税金資産 868 46 

    未収入金 862 567 

    その他 146 0 

    貸倒引当金 △34 － 

    流動資産合計 30,068 27,033 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物 1,816 67 

        減価償却累計額 △615 △9 

        建物（純額） 1,201 57 

      構築物 31 － 

        減価償却累計額 △23 － 

        構築物（純額） 7 － 

      店舗内装設備 11,648 － 

        減価償却累計額 △6,836 － 

        店舗内装設備(純額) 4,812 － 

      機械及び装置 3 － 

        減価償却累計額 △2 － 

        機械及び装置（純額） 0 － 

      工具、器具及び備品 747 28 

        減価償却累計額 △509 △6 

        工具、器具及び備品（純額） 238 21 

      土地 1,701 － 

      建設仮勘定 51 － 

      有形固定資産合計 8,013 79 

    無形固定資産     

      商標権 2 49 

      ソフトウエア 618 23 

      その他 74 － 

      無形固定資産合計 696 72 
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                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成25年２月28日) 
当事業年度 

(平成26年２月28日) 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 4,110 4,816 

      関係会社株式 3,709 15,172 

      関係会社長期貸付金 1,496 － 

      長期前払費用 65 － 

      繰延税金資産 1,049 840 

      敷金及び保証金 ※１  10,304 ※１  572 

      その他 8 8 

      貸倒引当金 △204 － 

      投資その他の資産合計 20,541 21,410 

    固定資産合計 29,250 21,562 

  資産合計 59,318 48,596 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 ※１  13,311 － 

    短期借入金 － 3,500 

    未払金 4,617 403 

    未払法人税等 2,135 － 

    未払消費税等 294 － 

    預り金 119 21 

    賞与引当金 1,160 26 

    役員賞与引当金 51 － 

    ポイント引当金 84 － 

    株主優待引当金 24 27 

    その他 38 10 

    流動負債合計 21,838 3,989 

  固定負債     

    役員退職慰労引当金 101 95 

    その他 9 － 

    固定負債合計 110 95 

  負債合計 21,948 4,085 
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                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成25年２月28日) 
当事業年度 

(平成26年２月28日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 2,660 2,660 

    資本剰余金     

      資本準備金 2,517 2,517 

      その他資本剰余金 － 4,468 

      資本剰余金合計 2,517 6,986 

    利益剰余金     

      利益準備金 16 16 

      その他利益剰余金     

        固定資産圧縮積立金 9 － 

        別途積立金 12,500 12,500 

        繰越利益剰余金 27,060 21,038 

      利益剰余金合計 39,586 33,554 

    自己株式 △8,188 △407 

    株主資本合計 36,576 42,794 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 786 1,711 

    繰延ヘッジ損益 7 － 

    評価・換算差額等合計 793 1,711 

  新株予約権 － 5 

  純資産合計 37,370 44,511 

負債純資産合計 59,318 48,596 
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② 【損益計算書】 

  

  

                      (単位：百万円) 

                    前事業年度 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成25年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成25年３月１日 
 至 平成26年２月28日) 

売上高 115,089 ※１  57,727 

売上原価     

  商品期首たな卸高 6,441 6,786 

  当期商品仕入高 48,483 22,844 

  合計 54,925 29,630 

  会社分割による減少高 － 6,450 

  商品期末たな卸高 6,786 － 

  売上原価合計 48,138 23,179 

売上総利益 66,950 34,547 

販売費及び一般管理費     

  広告宣伝費 3,145 1,436 

  貸倒引当金繰入額 △69 △2 

  役員報酬 308 269 

  給料及び賞与 15,170 7,389 

  賞与引当金繰入額 1,154 1,337 

  役員賞与引当金繰入額 51 24 

  福利厚生費 2,592 1,459 

  地代家賃 19,966 9,581 

  リース料 1,024 327 

  減価償却費 4,420 1,917 

  その他 9,933 5,561 

  販売費及び一般管理費合計 57,697 ※１  29,301 

営業利益 9,252 5,246 

営業外収益     

  受取利息 47 56 

  受取配当金 ※５  119 ※５  127 

  システム利用料収入 36 24 

  受取出向料 ※５  74 ※５  47 

  受取ライセンス料 ※５  47 ※５  30 

  その他 81 34 

  営業外収益合計 407 320 

営業外費用     

  支払利息 2 10 

  コミットメントフィー 10 8 

  自己株式取得費用 7 20 

  障がい者雇用納付金 － 51 

  その他 5 4 

  営業外費用合計 25 93 

経常利益 9,634 5,473 
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                      (単位：百万円) 

                    前事業年度 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成25年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成25年３月１日 
 至 平成26年２月28日) 

特別利益     

  固定資産売却益 ※２  18 － 

  関係会社受取配当金 － ※３  1,352 

  特別利益合計 18 1,352 

特別損失     

  減損損失 ※４  193 ※４  97 

  関係会社株式評価損 － 7,354 

  特別損失合計 193 7,452 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 9,458 △627 

法人税、住民税及び事業税 4,340 2,152 

法人税等調整額 △321 630 

法人税等合計 4,019 2,783 

当期純利益又は当期純損失（△） 5,439 △3,410 
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③ 【株主資本等変動計算書】 

  前事業年度(自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日) 

  

  

(単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 固定資産圧縮

積立金 
別途積立金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 2,660 2,517 2,517 16 9 12,500 24,442 36,968 

当期変動額     

剰余金の配当   －  △2,820 △2,820 

当期純利益   －  5,439 5,439 

自己株式の取得   －   － 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
  －   － 

当期変動額合計 － － － － － － 2,618 2,618 

当期末残高 2,660 2,517 2,517 16 9 12,500 27,060 39,586 
 

(単位：百万円) 

  

株主資本 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 △2,241 39,905 99 2 102 － 40,007 

当期変動額     

剰余金の配当  △2,820 －  △2,820 

当期純利益  5,439 －  5,439 

自己株式の取得 △5,947 △5,947 －  △5,947 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
 － 686 4 691 － 691 

当期変動額合計 △5,947 △3,328 686 4 691 － △2,637 

当期末残高 △8,188 36,576 786 7 793 － 37,370 
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  当事業年度(自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日) 

  

  

 

(単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他資本

剰余金 

資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 固定資産 

圧縮積立金
別途積立金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 2,660 2,517 － 2,517 16 9 12,500 27,060 39,586 

当期変動額         

剰余金の配当     －  △2,612 △2,612 

当期純損失（△）     －  △3,410 △3,410 

自己株式の取得     －   － 

自己株式の処分       －         － 

株式交換による増加     4,460 4,460         － 

分割型の会社分割に

よる減少 
      －   △9     △9 

新株の発行（新株予

約権の行使） 
    8 8         － 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
    －   － 

当期変動額合計 － － 4,468 4,468 － △9 － △6,022 △6,031 

当期末残高 2,660 2,517 4,468 6,986 16 － 12,500 21,038 33,554 
 

(単位：百万円) 

  

株主資本 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
自己株式 

株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ

損益 

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △8,188 36,576 786 7 793 － 37,370 

当期変動額    

剰余金の配当  △2,612 － △2,612 

当期純損失（△）  △3,410 － △3,410 

自己株式の取得 △4,014 △4,014 － △4,014 

自己株式の処分 0 0     －   0 

株式交換による増加 11,759 16,219     －   16,219 

分割型の会社分割に

よる減少 
  △9     －   △9 

新株の発行（新株予

約権の行使） 
36 45     －   45 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
 － 924 △7 917 5 922 

当期変動額合計 7,781 6,218 924 △7 917 5 7,141 

当期末残高 △407 42,794 1,711 － 1,711 5 44,511 
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【注記事項】 

（重要な会計方針） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式 

移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法（ただし平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法） 

主な耐用年数 

・建物                ３～39年 

・店舗内装設備            ５年 

・工具、器具及び備品  ３～20年 

(2) 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。 

  

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。 

  

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当事業年度の負担すべき額を計上しておりま

す。 

(3) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当事業年度の負担すべき額を計上しておりま

す。 

(4) 役員退職慰労引当金 

平成15年５月に役員退職慰労金制度を廃止し、内規に基づく制度廃止時の要支給額を役員の退任時に支払う

こととなったため、当該支給予定額を計上しております。 

(5) 株主優待引当金 

発行済の株主優待券について将来の使用に備えるため、当事業年度末における将来使用見込額を計上してい

ます。 

  

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

  消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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(会計方針の変更) 

 会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更 

 当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成25年３月１日以後に取得した有形固定資産(店舗内装設

備を除く。)については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

 これによる当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純損失への影響は軽微であります。 

  
(表示方法の変更)  

貸借対照表関係 

１.  前事業年度において、「流動資産」の「その他」に含めていた「関係会社短期貸付金」は、資産の総額の

100分の1を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させ

るため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「その他」に表示していた290百万円は、

「関係会社短期貸付金」144百万円、「その他」146百万円として組み替えております。 

  

２.  前事業年度において、「無形固定資産」の「その他」に含めていた「商標権」は、金額的重要性が増した

ため、当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年

度の財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前事業年度の貸借対照表において、「無形固定資産」の「その他」に表示していた77百万円

は、「商標権」2百万円、「その他」74百万円として組み替えております。 

  
(貸借対照表関係) 

※１．担保提供資産及び担保付債務 

(1) 担保に供している資産 

(2) 上記に対応する債務 

  

(損益計算書関係) 

※１. 売上高並びに販売費及び一般管理費 

当社は、平成25年９月１日付で会社分割を実施し持株会社体制に移行しております。これにより、売上高並びに

販売費及び一般管理費は会社分割の効力発生日前は商品販売事業に係るものが中心でありましたが、会社分割の効

力発生日以降は当社グループの経営管理事業に係るものが中心となっております。 

  
※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  
※３. 関係会社受取配当金 

当社の連結子会社である株式会社ポイントが実施した「その他資本剰余金」の処分による配当のうち、同社株式

の帳簿価額を上回って受領した金額であります。 

  
前事業年度 

(平成25年２月28日) 
当事業年度 

(平成26年２月28日) 

敷金及び保証金 100百万円 －百万円 

  計 100百万円 －百万円 
 

  
前事業年度 

(平成25年２月28日) 
当事業年度 

(平成26年２月28日) 

買掛金 100百万円 －百万円 

  計 100百万円 －百万円 
 

  
前事業年度 

(自  平成24年３月１日 
至  平成25年２月28日) 

当事業年度 
(自  平成25年３月１日 
至  平成26年２月28日) 

無形固定資産「その他」 
（商標権） 

18百万円 －百万円 

  計 18百万円 －百万円 
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※４．減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

前事業年度(自  平成24年３月１日  至  平成25年２月28日) 

(注) 店舗内装設備には、通常の賃貸借契約に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナン

ス・リースにより使用する固定資産を含んでおります。 

当社は、各店舗をキャッシュ・フローを生み出す最小単位として資産のグルーピングを行っており、店舗の営業

損益が継続してマイナス等である店舗について、減損の兆候を認識しております。  

 減損対象になった資産は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額(193百万円)を減損損失として、特

別損失に計上しております。  

 なお、回収可能価額は使用価値により測定された価額としております。使用価値は、将来キャッシュ・フローが

マイナスであるため、零として評価しております。 

  

当事業年度(自  平成25年３月１日  至  平成26年２月28日) 

(注) 店舗内装設備には、通常の賃貸借契約に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナン

ス・リースにより使用する固定資産を含んでおります。 

当社は、各店舗をキャッシュ・フローを生み出す最小単位として資産のグルーピングを行っており、店舗の営業

損益が継続してマイナス等である店舗について、減損の兆候を認識しております。  

 減損対象になった資産は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額(97百万円)を減損損失として、特別

損失に計上しております。  

 なお、回収可能価額は使用価値により測定された価額としております。使用価値は、将来キャッシュ・フローが

マイナスであるため、零として評価しております。 

  
※５．関係会社との取引に係るものが以下のとおり含まれております。 

  

 

用途及び場所 種類 金額 

店舗 

東京都４店舗 

大阪府３店舗他２県３店舗 

建物 63百万円 

店舗内装設備(注) 129百万円 

その他 1百万円 

  計 193百万円 
 

用途及び場所 種類 金額 

店舗 

東京都４店舗 

大阪府、兵庫県、福岡県各２店舗 

他３県各１店舗 

建物 2百万円 

店舗内装設備(注) 94百万円 

その他 0百万円 

  計 97百万円 
 

  
前事業年度 

(自  平成24年３月１日 
至  平成25年２月28日) 

当事業年度 
(自  平成25年３月１日 
至  平成26年２月28日) 

受取配当金 60百万円 59百万円 

受取出向料 46百万円 47百万円 

受取ライセンス料 47百万円 30百万円 
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(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度(自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 自己株式の普通株式の増加は、平成24年４月27日開催の取締役会決議及び平成24年９月28日開催の取締役会決

議に基づき市場から買受けたもの(それぞれ620千株、1,000千株)並びに平成24年11月21日開催の取締役会決議

に基づき自己株式立会外買付取引(ＴｏＳＴＮｅＴ－３)によるもの(400千株)であります。 

  

当事業年度(自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)  自己株式の普通株式の主な増加は、平成25年５月28日開催の取締役会決議に基づき市場から買受けたもの

(1,000千株)であります。 

自己株式の普通株式の主な減少は、株式会社NATURAL NINE HOLDINGS（現 株式会社N9&PG）及び株式会社トリニ

ティアーツとの株式交換に伴う割当交付(3,532千株)であります。 

  

 

  
当事業年度期首株式数

(千株) 
当事業年度増加 
株式数(千株) 

当事業年度減少 
株式数(千株) 

当事業年度末株式数 
(千株) 

 自己株式         

  普通株式 637 2,020 ― 2,657 

 合計 637 2,020 ― 2,657 
 

  
当事業年度期首株式数

(千株) 
当事業年度増加 
株式数(千株) 

当事業年度減少 
株式数(千株) 

当事業年度末株式数 
(千株) 

 自己株式         

  普通株式 2,657 1,003 3,543 117 

 合計 2,657 1,003 3,543 117 
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(リース取引関係) 

１．リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  

 当事業年度(平成26年２月28日) 

  該当事項はありません。 

  
(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

  

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。 

  

 

  (単位：百万円) 

  

前事業年度 
(平成25年２月28日) 

取得価額相当額 
減価償却累計額 

相当額 
減損損失累計額 

相当額 
期末残高相当額 

建物 1,107 998 9 99 

工具、器具及び備品 846 764 6 75 

合計 1,954 1,763 16 174 
 

    (単位：百万円) 

  
前事業年度 

(平成25年２月28日) 
当事業年度 

(平成26年２月28日) 

１年内 202 － 

１年超 ― － 

合計 202 － 

リース資産減損勘定の残高 4 － 
 

    (単位：百万円) 

  
前事業年度 

(自  平成24年３月１日 
至  平成25年２月28日) 

当事業年度 
(自  平成25年３月１日 
至  平成26年２月28日) 

支払リース料 731 163 

リース資産減損勘定の 
取崩額 

8 5 

減価償却費相当額 647 139 

支払利息相当額 22 2 

減損損失 5 2 
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２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  

(有価証券関係) 

 子会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会社株式の時価を記載し

ておりません。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式の貸借対照表計上額は以下のとおりです。 

(単位：百万円) 

  

  

  

 

    (単位：百万円) 

  
前事業年度 

(平成25年２月28日) 
当事業年度 

(平成26年２月28日) 

１年内 708 － 

１年超 3,266 － 

合計 3,974 － 
 

区分 
前事業年度 

(自  平成24年３月１日 
至  平成25年２月28日) 

当事業年度 
(自  平成25年３月１日 
至  平成26年２月28日) 

子会社株式 3,709 15,172 
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(税効果会計関係) 

  

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

  

（注）前事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分

の５以下であるため注記を省略しております。 

  

 

  
前事業年度 

(平成25年２月28日) 
当事業年度 

(平成26年２月28日) 

(1) 流動資産       
  繰延税金資産       

   賞与引当金 460百万円 9百万円

   未払事業税 175  9  

   その他 236  27  

    繰延税金資産合計 872  46  
  繰延税金負債       

   繰延ヘッジ △4  －  

    繰延税金負債合計 △4  －  

    繰延税金資産の純額 868  46  
(2) 固定資産       

  繰延税金資産       

   役員退職慰労引当金 36百万円 34百万円

   貸倒引当金 72  －  

   一括償却資産 22  0  

   関係会社株式 －  1,680  

   関係会社株式評価損 －  2,621  

   投資有価証券評価損 165  95  

   減価償却費 1,188  －  

   その他 5  4  

    繰延税金資産小計 1,490  4,436  
   評価性引当額 －  △2,756  

    繰延税金資産合計 1,490  1,680  
  繰延税金負債       

   固定資産圧縮積立金 △5  －  

   その他有価証券評価差額金 △435  △839  

    繰延税金負債合計 △441  △839  
    繰延税金資産の純額 1,049  840  

 

  
前事業年度 

(平成25年２月28日) 
当事業年度 

(平成26年２月28日) 

法定実効税率 －  38.0 ％ 

（調整）       
交際費等永久に損金に算入されない項目 －  △9.6 ％ 

住民税均等割等 －  △1.1 ％ 

役員賞与 －  △1.5 ％ 

評価性引当額 －  △468.8 ％ 

その他 －  △0.6 ％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 －  △443.8 ％ 
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３．連結決算日後の法人税等の税率変更 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４

月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課せられないことになりました。これに伴い、繰延税金

資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成27年３月１日に開始する事業年度に解消が見込

まれる一時差異については、従来の38.0％から35.6％になります。 

なお、変更後の法定実効税率を当事業年度末に適用した場合の影響は軽微であります。  

  

  

（企業結合等関係） 

共通支配下の取引等 

連結財務諸表の「注記事項（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しておりま

す。 

  
(資産除去債務関係) 

当社は、不動産賃貸借契約等に関する敷金及び保証金について、回収が最終的に見込めないと認められる金額

（賃借建物の原状回復費用）を合理的に見積り、そのうち当事業年度の負担に属する金額を費用計上する方法に

よっており、資産除去債務の負債計上は行っておりません。  

 なお、当事業年度の負担に属する金額は、見込まれる入居期間に基づいて算定しております。  

  

(１株当たり情報) 

  

（注)１．前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、  

記載しておりません。 

２．当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純損失金額については、潜在株式は存在するものの、１株 

当たり当期純損失金額であり、記載しておりません。 

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

４．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前事業年度 

(自 平成24年３月１日 

至 平成25年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成25年３月１日 

至 平成26年２月28日) 

  

１株当たり純資産額 1,718円79銭 
 

  

１株当たり純資産額 1,832円86銭 
 

  

１株当たり当期純利益金額 238円43銭 
 

  

１株当たり当期純損失金額 △148円77銭 
 

 

項目 
前事業年度末 

（平成25年２月28日) 

当事業年度末 

（平成26年２月28日) 

純資産の部の合計額（百万円） 37,370 44,511 

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） ― 5 

 （うち新株予約権） （―） （5） 

普通株式に係る期末の純資産の額（百万円） 37,370 44,506 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
期末の普通株式の数（千株） 

21,742 24,282 
 

項目 

前事業年度 

(自 平成24年３月１日 

至 平成25年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成25年３月１日 

至 平成26年２月28日) 

１株当たり当期純利益金額 
又は１株当たり当期純損失金額 

    

 当期純利益又は当期純損失(△）（百万円） 5,439 △3,410 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） ― － 

 普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△） 
（百万円） 

5,439 △3,410 

 普通株式の期中平均株式数（千株） 22,812 22,922 
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④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【その他】 

  

銘柄 株式数(株) 
貸借対照表計上額

(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 

株式会社良品計画 409,000 3,770 

株式会社常陽銀行 1,521,000 737 

アークインターナショナル株式会社 40 127 

株式会社アリック 56 125 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・ 
グループ 

50,000 29 

イオンモール株式会社 5,735 16 

小計 1,985,831 4,806 

計 1,985,831 4,806 
 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額

(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 
野村證券第９回公社債投資信託 10,343,441 10 

小計 10,343,441 10 

計 10,343,441 10 
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【有形固定資産等明細表】 

(注) １．「当期減少額」欄の( )内は内書であり、減損損失額であります。 

２．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。                         

 店舗内装設備   新店出店に係る店舗内装関係投資   1,136百万円 

          既存店改装に係る店舗内装関係投資   744百万円               

３．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

会社分割による減少 

 建物                1,860百万円 

 構築物                 31百万円 

 店舗内装設備            13,190百万円 

 機械及び装置               3百万円 

 工具、器具及び備品          762百万円 

 土地                1,701百万円       

 建設仮勘定               12百万円 

 ソフトウェア             782百万円 

 無形固定資産その他           38百万円                                               

 

資産の種類 
当期首残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累

計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 

(百万円) 

有形固定資産               

 建物 1,816 133 
1,882 

(2)
67 9 94 57 

 構築物 31 － 31 － － 0 － 

 店舗内装設備 11,648 1,908 
13,557 

(92)
－ － 1,471 － 

 機械及び装置 3 － 3 － － 0 － 

 工具、器具及び備品 747 52 772 28 6 52 21 

 土地 1,701 － 1,701 － － － － 

 建設仮勘定 51 290 341 － － － － 

有形固定資産計 16,000 2,385 
18,290 

(95)
95 16 1,618 79 

無形固定資産               

 商標権 5 48 0 54 4 1 49 

 ソフトウェア 1,443 339 1,757 25 2 134 23 

 その他 75 56 132 － － 0 － 

無形固定資産計 1,524 444 1,890 79 6 136 72 

長期前払費用 921 － 
921 
(0)

－ － 33 － 
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【引当金明細表】 

(注）１．貸倒引当金（投資その他の資産）の「当期減少額（その他）」の金額は、貸倒懸念債権等特定の債権に係る

回収不能見込額の見直し等（16百万円）及び会社分割（188百万円）によるものであります。 

２．賞与引当金の「当期減少額（その他）」の金額は、未使用による戻入額（96百万円）及び会社分割（1,298

百万円）によるものであります。 

３．貸倒引当金（流動資産）、役員賞与引当金、ポイント引当金及び役員退職慰労引当金の「当期減少額（その

他）」の金額は会社分割によるものであります。 

  

 

区分 
当期首残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額 
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金(流動資産) 34 14 － 48 － 

貸倒引当金(投資その他の資産) 204 － － 204 － 

賞与引当金 1,160 1,373 1,113 1,394 26 

役員賞与引当金 51 24 51 24 － 

ポイント引当金 84 167 84 167 － 

株主優待引当金 24 27 24 － 27 

役員退職慰労引当金 101 － － 5 95 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末（平成26年２月28日現在）における主な資産及び負債に内容は次のとおりであります。 

① 現金及び預金 

  

  

② 営業未収入金 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)営業未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(百万円) 

現金 1 

預金の種類   

 普通預金 715 

 郵便貯金 29 

 別段預金 10 

小計 755 

合計 757 
 

相手先 金額(百万円) 

株式会社ポイント 148 

株式会社トリニティアーツ 40 

株式会社バビロン 5 

Adastria Asia Co.,Ltd 4 

株式会社N9&PG 3 

その他 9 

合計 211 
 

当期首残高 
(百万円) 

  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 

  
(Ｂ) 

当期回収高 
(百万円) 

  
(Ｃ) 

当期末残高 
(百万円) 

  
(Ｄ) 

回収率(％) 
  

(Ｃ) 
×100 

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ)

２ 
(Ｂ) 
365 

 

－ 1,230 1,019 211 82.9 31.3 
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③ 関係会社短期貸付金 

  

  
④ 関係会社株式 

  

  
⑤ 短期借入金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 金額(百万円) 

株式会社N9&PG 11,396 

株式会社ポイント 6,950 

株式会社トリニティアーツ 5,600 

株式会社バビロン 900 

SINGAPORE POINT PTE.LTD. 593 

合計 25,439 
 

区分 金額(百万円) 

（子会社株式）   

株式会社トリニティアーツ 11,428 

Adastria Asia Co.,Ltd 1,586 

株式会社N9&PG 1,513 

株式会社バビロン 512 

SINGAPORE POINT PTE.LTD. 88 

その他 43 

合計 15,172 
 

相手先 金額(百万円) 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,260 

株式会社常陽銀行 840 

株式会社みずほ銀行 700 

株式会社三井住友銀行 700 

合計 3,500 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

(注)１．当社定款には、単元未満株式について、次の権利以外の権利を行使することができない旨を定めています。 

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

(4) 単元未満株式の買増請求をする権利 

２．株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律（平成16

年６月９日 法律第88号）の施行に伴い、単元未満株式の買取を含む株式の取扱いは、原則として、証券会

社等の口座管理機関を経由して行うこととなっています。但し、特別口座に記録されている株式について

は、特別口座の口座管理機関である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社が直接取り扱います。 

  

  

事業年度 ３月１日から２月末日 

定時株主総会 ５月中 

基準日 ２月末日 

株券の種類 ― 

剰余金の配当の基準日 
８月31日 
２月末日 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の買取り (注)１、２ 

 取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店 

 株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  

 取次所 ― 

 買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

当会社の公告方法は、電子公告としております。 
ただし事故その他やむを得ない事由により電子公告をすることができないときは、日
本経済新聞に掲載する方法で行います。 
当社の公告掲載ＵＲＬは次のとおりであります。 
http://www.adastria.co.jp/ir/koukoku/ 

株主に対する特典 

毎年２月末日現在の株主及び実質株主に対し、株主様ご優待券(商品お買上げ時利用)
を年１回、以下の基準により発行し、贈呈致します。 
贈呈基準 
〔株主様ご優待券〕 
 株式数  10株以上  100株未満保有 株主様ご優待券 1,000円券、２枚 
 株式数 100株以上1,000株未満保有 株主様ご優待券一冊(1,000円券、５枚綴り) 
 株式数1,000株以上5,000株未満保有 株主様ご優待券二冊(1,000円券、５枚綴り) 
 株式数5,000株以上保有       株主様ご優待券四冊(1,000円券、５枚綴り) 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

  

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

事業年度第63期(自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日) 

平成25年５月24日関東財務局長に提出。 

  

(2) 内部統制報告書及びその添付書類 

平成25年５月24日関東財務局長に提出。 

  

(3) 四半期報告書及び確認書 

第64期第１四半期(自 平成25年３月１日 至 平成25年５月31日) 

平成25年７月12日関東財務局長に提出。 

第64期第２四半期(自 平成25年６月１日 至 平成25年８月31日) 

平成25年10月15日関東財務局長に提出。 

第64期第３四半期(自 平成25年９月１日 至 平成25年11月30日) 

平成26年１月14日関東財務局長に提出。 

  

(4) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の規定に基づく

臨時報告書 

平成25年５月24日関東財務局長に提出。 

     企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の２(主要株主の異動)の規定に基づく臨時報告書 

     平成25年９月４日関東財務局長に提出。 

  

 (5) 自己株券買付状況報告書 

   報告期間（自 平成25年５月１日 至 平成25年５月31日）平成25年６月10日に関東財務局長に提出。 

   報告期間（自 平成25年６月１日 至 平成25年６月30日）平成25年７月９日に関東財務局長に提出。  

   報告期間（自 平成25年７月１日 至 平成25年７月31日）平成25年８月７日に関東財務局長に提出。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 
  

  

株式会社アダストリアホールディングス 

  

  

  

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アダストリアホールディングス(旧社名 株式会社ポイント)の平成25年３月１日から平成26年２月28日ま

での連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本

等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び

連結附属明細表について監査を行った。 

  

連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。  

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社アダストリアホールディングス(旧社名 株式会社ポイント)及び連結子会社の平成26年２月28日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

  
 

平成26年５月22日 
 

取締役会 御中 
 

有限責任監査法人トーマツ   
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士  米  澤  英  樹  ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士  鳥  居  宏  光  ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士  斎  藤  毅  文  ㊞ 
 



  

＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社アダストリアホール

ディングス(旧社名 株式会社ポイント)の平成26年２月28日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

  

内部統制報告書に対する経営者の責任 

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。 

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、株式会社アダストリアホールディングス(旧社名 株式会社ポイント)が平成26年２月28日現在の財務

報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財

務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 

  

（注)１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 
 



独立監査人の監査報告書 
  

  

株式会社アダストリアホールディングス 

  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アダストリアホールディングス(旧社名 株式会社ポイント)の平成25年３月１日から平成26年２月28日ま

での第64期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その

他の注記及び附属明細表について監査を行った。 

  

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。  

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社アダストリアホールディングス(旧社名 株式会社ポイント)の平成26年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終

了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 
  

  
 

平成26年５月22日 
 

取締役会 御中 
 

有限責任監査法人トーマツ   
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士  米  澤  英  樹  ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士  鳥  居  宏  光  ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士  斎  藤  毅  文  ㊞ 
 

  

（注)１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会
社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 
 



  

【表紙】   

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年５月23日 

【会社名】 株式会社アダストリアホールディングス 

(旧会社名 株式会社ポイント) 

【英訳名】 Adastria Holdings Co.,Ltd. 

(旧英訳名 POINT INC.) 

(注)平成25年９月１日をもって当社商号を「株式会社ポイント(英訳

名POINT INC.)」から「株式会社アダストリアホールディングス（英

訳名Adastria Holdings Co.,Ltd.)」へ変更いたしました。 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 遠藤 洋一 

 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

 

【本店の所在の場所】 茨城県水戸市泉町３丁目１番27号 

(上記は登記上の本店所在地であり、実際の業務は下記の場所で行っ

ております。） 

東京都千代田区丸の内１丁目９番２号 

グラントウキョウ サウスタワー (東京本部) 
 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
 



１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】 

 代表取締役社長遠藤洋一は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業会計審議会の

公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施

基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及

び運用しております。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理的

な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性があります。 

  

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】 

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成26年２月28日を基準日として行われており、評価

に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しております。 

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行

った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務プロセスの評価におい

ては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当

該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。 

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社及び連結子会社について、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

の観点から必要な範囲を決定いたしました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要

性を考慮して決定しており、当社及び連結子会社７社を対象として全社的な内部統制の評価を行いました。なお、連

結子会社６社については、金額的及び質的重要性が僅少であると判断し、全社的な内部統制の評価範囲に含めており

ません。全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を次のように決定いたしま

した。 

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の当連結会計年度の売上高（連結会社間取引消去

後）の金額が高い拠点から合算していき、当連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達している事業拠点を「重要

な事業拠点」としております。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として

売上高、売掛金、棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象といたしました。さらに、選定した重要な事業拠点にか

かわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う

重要な勘定科目に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追

加しております。 

  

３ 【評価結果に関する事項】 

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断いたしまし

た。 

  

４ 【付記事項】 

該当事項はありません。 

５ 【特記事項】 

該当事項はありません。 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年５月23日 

【会社名】 株式会社アダストリアホールディングス 

（旧会社名 株式会社ポイント） 

  

【英訳名】 Adastria Holdings Co.,Ltd. 

（旧 英訳名 POINT INC.）  

（注）平成25年９月１日をもって当社商号を「株式会社ポイント（英

訳名POINT INC.）」から「株式会社アダストリアホールディングス

（英訳名Adastria Holdings Co.,Ltd.）」へ変更いたしました。 

  

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 遠 藤 洋 一  

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 茨城県水戸市泉町３丁目１番27号  

（上記は登記上の本店所在地であり、実際の業務は下記の場所で行っ

ております。） 

東京都千代田区丸の内１丁目９番２号 

グラントウキョウ サウスタワー（東京本部） 

  

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）  
 



１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長遠藤洋一は、当社の第64期(自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日)の有価証券報告書

の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 


	有価証券報告書
	表紙
	中扉
	目次
	扉
	第一部　【企業情報】
	第１　【企業の概況】
	１　【主要な経営指標等の推移】
	２　【沿革】
	３　【事業の内容】
	４　【関係会社の状況】
	５　【従業員の状況】

	第２　【事業の状況】
	１　【業績等の概要】
	２　【仕入及び販売の状況】
	３　【対処すべき課題】
	４　【事業等のリスク】
	５　【経営上の重要な契約等】
	６　【研究開発活動】
	７　【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第３　【設備の状況】
	１　【設備投資等の概要】
	２　【主要な設備の状況】
	３　【設備の新設、除却等の計画】

	第４　【提出会社の状況】
	１　【株式等の状況】
	２　【自己株式の取得等の状況】
	３　【配当政策】
	４　【株価の推移】
	５　【役員の状況】
	６　【コーポレート・ガバナンスの状況等】

	第５　【経理の状況】
	１　【連結財務諸表等】
	２　【財務諸表等】

	第６　【提出会社の株式事務の概要】
	第７　【提出会社の参考情報】
	１　【提出会社の親会社等の情報】
	２　【その他の参考情報】


	第二部　【提出会社の保証会社等の情報】
	監査報告書
	内部統制報告書
	確認書




